
新経済・財政再生計画
改革工程表2019

（評価案）

令和２年(2020年）12月
内閣府政策統括官（経済社会システム担当）



２．社会保障

全世代型社会保障制度を着実に構築していくため、総合的な議論を進め、基盤強化期間内から順次実行に
移せるよう、2020年度に、それまでの社会保障改革を中心とした進捗状況をレビューし、「経済財政運営と改革

の基本方針」において、給付と負担の在り方を含め社会保障の総合的かつ重点的に取り組むべき政策を取り
まとめ、早期に改革の具体化を進める。
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

社会保障 １．予防・健康づくりの推進

【アンブレラ】
予防・健康づくりの推進

【指標①】
平均寿命の延伸を上回る健康寿命
の延伸を目標に、2040年までに健
康寿命を男女ともに３年以上延伸
し（2016年比)、75歳以上とする
ことを目指す。
※要介護度を活用した「日常生活
動作が自立した期間の平均」を補
完的に活用する。
※補完的指標の活用によっても解
決が難しい課題として、健康寿命
の要因分析のさらなる進展や、施
策の効果・進捗を評価するための
適切な指標（KPI）の設定が挙げら
れており、これらについての研究
を推進する。

【指標②】
高齢者の就業・社会参加率

○仕事と治療の両立ができる環境
と思う人の割合【2025年度までに
40％】⇒37.1％（27.9％）（2019
年度（2016年度））

○がん診療連携拠点病院において、「治療と仕事両立プラン」等を活用

して支援した就労に関する相談件数【2022年までに年間25,000件】

29,070件（21,967件、2,251件）（2018年（2017年、2016年６月～７月の

間））

４ ⅱ．がん対策の推進（がん
の治療と就労の両立）

○がんの年齢調整死亡率（75歳未
満【2022年度までに2017年度と比
べて低下】⇒71.6（73.6）（2018
年（2017年））

○対策型検診で行われている全てのがん種における検診受診率

【2022年度までに50％以上】

⇒胃がん（男）48.0％（46.4％）（女）37.1％（35.6％）、肺がん（男）53.4％（51.0％）

（女）45.6％（41.7 ％）、大腸がん（男）47.8％（44.5％）（女）40.9％（38.5％）、子宮

頸がん43.7％（42.4％）、乳がん47.4％（44.9％）（2019年（2016年））

○精密検査受診率【2022年度までに90％以上】 ⇒胃がん80.7％

（81.7％）、肺がん83.0％（83.5％）、大腸がん70.6％（70.1％）、子宮頸がん75.4％

（74.4％）、乳がん87.8％（92.9％）（2016年度（2015年度））

４ ⅰ．がん対策の推進（がん
の早期発見と早期治療）

○「日常生活自立度」がⅡ以上に該
当する認知症高齢者の年齢階級別割
合【2018年度と比べて減少
⇒65-69歳： 1.7% （1.6％）

70-74歳： 2.9% （3.0％）
75-79歳： 7.1%  （7.0％）
80-84歳： 17.2% （16.9％）
85-89歳： 32.2% （31.8％）
90歳以上：50.4% （49.4％）

（2019年度（2018年度））

○認知症カフェ等を設置した市町村【2020年度末までに

100％】⇒87.1%（81.0％、72.7％）（2019年度末（2018

年度末、2017年度末））

○認知症サポーターの数【2020年度末までに1,200万人】

⇒ 1,277万人（1,264万人、1,144万人）（2020年9月末

（2019年末、2018年度末））

○認知症サポート医の数【2025年までに１.6万人】

⇒ 11,170人（9,878人、8,157人）（2019年度末（2018年

度末、2017年度末））

○介護予防に資する通いの場への参加率【2020年度末ま

でに６％】⇒5.7％（4.9％、4.2%）（2018年度（2017年度、

2016年度））

３．認知症予防の推進及び認
知症の容態に応じた適時・適
切な医療・介護等の提供

○年間新規透析患者数【2028年度
までに35,000人以下に減少】
⇒40,468人（40,959人、39,344
人）（2018年（2017年、2016
年））

○糖尿病有病者の増加の抑制
【2022年度までに1,000万人以下】
⇒1,000万人（2016年度）
○メタボリックシンドロームの該
当者及び予備群の数
【2022年度までに2008年度と比べ
て25％減少】
⇒13.7%減（0.9%増、1%増）（2018
年度（2017年度、2014年度））

○かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り組む自治体、

広域連合の数 2020年度までに市町村：1,500、広域連合：47】日本健康

会議から引用

⇒市町村：1,292（1,180、1,003）（2019年（2018年、2017年））広域連

合：45(32,31) 2019（2018年,2017年)）

○特定健診の実施率【2023年度までに70％以上】

⇒54.7%（53.1％、51.4%）（2018年度（2017年度、2016年度））

○特定保健指導の実施率【2023年度までに45％以上】⇒23.2%（19.5％、

18.8%）（2018年度（2017年度、2016年度））

○スマート・ライフ・プロジェクト（ＳＬＰ）参画企業数【2022年度ま

でに3,000社以上】⇒4,182社（3,718社、2,890社）（2019年度（2018年度、

2016年度））

○スマート・ライフ・プロジェクト（ＳＬＰ）参画団体数【2022年度ま

でに7,000団体以上】⇒5,476団体（4,682 団体、3,673団体）（2019年度

（2018年度、2016年度））

２．糖尿病等の生活習慣病や
慢性腎臓病の予防の推進
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

社会保障 １．予防・健康づくりの推進

【アンブレラ】
予防・健康づくりの推進

【指標①】
平均寿命の延伸を上回る健康寿命
の延伸を目標に、2040年までに健
康寿命を男女ともに３年以上延伸
し（2016年比)、75歳以上とする
ことを目指す。
※要介護度を活用した「日常生活
動作が自立した期間の平均」を補
完的に活用する。
※補完的指標の活用によっても解
決が難しい課題として、健康寿命
の要因分析のさらなる進展や、施
策の効果・進捗を評価するための
適切な指標（KPI）の設定が挙げら
れており、これらについての研究
を推進する。

【指標②】
高齢者の就業・社会参加率

○適正体重を維持している者の増加（肥
満（ＢＭＩ25以上）、やせ（ＢＭＩ18.5
未満）の減少）
【2022年度までに
・20～60歳代男性の肥満者の割合28％
⇒35.1％（ 32.8％、32.4％）
・40～60歳代女性の肥満者の割合19％
⇒22.5％（ 22.2 ％、21.6％）
・20歳代女性のやせの者の割合20％】
⇒20.7％（ 21.7 ％、20.7％）（全て
2019年度（2017年度、2016年度））

○がんの年齢調整死亡率（75歳未満）
【2022年度までに2017年度と比べて
低下】⇒71.6（73.6）（2018年
（2017年））
○年間新規透析患者数【2028年度ま
でに35,000人以下に減少】⇒40,468人
（40,959人、39,344人）（2018年
（2017年、2016年））

○糖尿病有病者の増加の抑制
【2022年度までに1,000万人以下】
⇒1,000万人（2016年度）
○メタボリックシンドロームの該当者
及び予備群の数【2022年度までに
2008年度と比べて25％減少】
⇒13.7%減（0.9%増、1%増）（2018年
度（2017年度、2014年度））

○野菜摂取量の増加【2022年度まで
に350g】⇒280.5g（288.2g）（2019
年度（2017年度））
○食塩摂取量の減少【2022年度まで
に8g】 ⇒10.1g（9.9g）（2019年度
（2017年度））

○低栄養傾向（ＢＭＩ20以下）の65歳以上の者の

割合の増加の抑制【2022年度に22％以下】⇒16.8%

（16.4%、17.9%）（2019年度（2017年度、2016年

度）

○フレイル予防の普及啓発ツールを活用した栄養に

係る事業を実施する市町村【2022年度までに50％以

上】 ⇒未把握（2020年度末に把握予定）

８．フレイル対策に資する食事
摂取基準の活用

○スマート・ライフ・プロジェクト（ＳＬＰ）参画企業数
【2022年度までに3,000社以上】⇒4,182社（ 3,718社、
2,890社）（2019年度（2018年度、2016年度））

○スマート・ライフ・プロジェクト（ＳＬＰ）参画団体数
【2022年度までに7,000団体以上】⇒5,476団体（4,682 団体、
3,673団体）（2019年度（2018年度、2016年度））

○特定健診の実施率【2023年度までに70％以上】⇒ 54.7%

（53.1％、51.4%）（2018年度（2017年度、2016年度） ）

○特定保健指導の実施率【2023年度までに45％以上】⇒

23.2%（19.5％、18.8%）（2018年度（2017年度、2016年

度））

○対策型検診で行われている全てのがん種における検

診受診率【2022年度までに50％以上】⇒胃がん（男）

48.0％（46.4％）（女）37.1％（35.6％）、肺がん（男）

53.4％（51.0％）（女）45.6％（ 41.7 ％）、大腸がん（男）

47.8％（44.5％）（女）40.9％（38.5％）、子宮頸がん

43.7％（42.4％）、乳がん47.4％（44.9％）（2019年（2016

年））

○１日あたりの歩数【2022年度までに

・20～64歳:男性9,000歩

⇒7,864歩（7,636歩、7,769歩） 、女性8,500歩⇒6,685歩
（6,657歩、6,770歩）
・65歳以上:男性7,000歩⇒5,396歩（5,597歩、5,744歩） 、
女性6,000歩⇒ 4,656歩（4,726歩、4,856歩）】（2019年度
（2017年度、2016年度））
○産学官連携プロジェクト本部の設置【2020年度中】
⇒未実施（栄養サミット2020の延期を受け2021年度に後ろ
倒し。）

５．無関心層や健診の機会が少
ない層への啓発

○予防・健康づくりについて、一般住民を対象としたイン

センティブを推進する自治体、被用者保険者等の数【2020

年度までに市町村：800市町村、被用者：600保険者】※日

本健康会議から引用

⇒市町村：1,024（823、563）（2019年（2018年、2017年））

⇒被用者：320（257、165）（2019年（2018年、2017年））

６．予防・健康づくりに頑張っ
た者が報われる制度の整備
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
予防・健康づくりの推進

【指標①】
平均寿命の延伸を上回る健康寿命
の延伸を目標に、2040年までに健
康寿命を男女ともに３年以上延伸
し（2016年比)、75歳以上とする
ことを目指す。
※要介護度を活用した「日常生活
動作が自立した期間の平均」を補
完的に活用する。
※補完的指標の活用によっても解
決が難しい課題として、健康寿命
の要因分析のさらなる進展や、施
策の効果・進捗を評価するための
適切な指標（KPI）の設定が挙げら
れており、これらについての研究
を推進する。

【指標②】
高齢者の就業・社会参加率

○望まない受動喫煙のない社会の実現（2022
年度）
⇒※受動喫煙の機会を有する者の割合
（a）行政機関 4.1％(8.1％、8.0％）
（b）医療機関 2.9％(7.4％、6.2％）
（c）職場 26.1％(30.1％、30.9％）
（d）家庭 6.9％(7.4％、7.7％）
（e）飲食店 29.6％(42.4％、42.2％）
（全て2019年度（2017年度、2016年度））
※「第３期がん対策基本計画（2018年３月９

日閣議決定）」や「健康日本21（第２
次）」においても同様の目標を設定

社会保障 １．予防・健康づくりの推進

○妊娠中の喫煙率・飲酒率【2024年度に０％】

⇒（喫煙率）2.7％（2.9％）（2017年（2016

年））、（飲酒率）1.2％（1.3%）（2017年

（2016年）

○足腰に痛みのある女性高齢者の割合の減少

【2022年度までに1,000人当たり260人】⇒1,000

人当たり255人（267人）（2019年度（2016年

度））

○子宮頸がんや乳がんを含めたがんの年齢調整

死亡率（75歳未満）【2022年度までに2017年度

と比べて低下】⇒71.6（73.6）（2018年（2017

年））

○妊娠・出産について満足している者の割合

【2024年度までに85.0％】⇒82.8％(81.1％) 

(2017年(2016年))

○妊娠届出時にアンケートを実施
する等して、妊婦の身体的・精神
的・社会的状況について把握して
いる市区町村の割合【2024年度に
100％】⇒98.0％（97.1%）（2017
年（2016年））

○骨粗鬆症検診の受診率【2017年
度を基準に上昇】⇒5.5%（5.4%）
（2018年度（2017年度））

○子宮頸がん検診、乳がん検診の
受診率【2022年度までに50％以
上】⇒子宮頸がん43.7％（42.4％）、
乳がん47.4％（44.9％）（2019年
（2016年））

１１．生涯を通じた女性の健康
支援の強化

○普及啓発等の受動喫煙対策に取り組
んでいる都道府県数
【47都道府県】⇒47都道府県（36都道
府県）(2019年度（2018年度））
○受動喫煙防止対策助成金を利用した
事業者数【2019年度に1,000事業者】
⇒2529件（458件、524件）（2019年度（2018年
度、2017年度）

○受動喫煙防止対策に係る相談支援を
受けた事業者数【2019年度に1,000事業
者】⇒3839件（1351件、1128件）（2019年度
（2018年度、2017年度））

９．受動喫煙対策の推進

○80歳で20歯以上自分の歯を有する者の割合
【2022年度までに60％以上】
⇒51.2％（40.2％）（2016年（2011年））

○60歳代における咀嚼良好者の割合の増加

【2022年度までに80％以上】

⇒71.5％（76.2％、72.6％ ）（2019年

（2017年、2015年））

○40歳代、60歳代における進行した歯周炎を有

する者の割合の減少【2022年度までに40歳代

25％以下、60歳代45％以下】

⇒40歳代：44.7％（27.9％）（2016年（2011

年））
⇒60歳代：62.0％（51.6％）（2016年（2011

年））

○歯科口腔保健の推進に関する条例を制
定している都道府県の増加【2022年度ま
でに47都道府県】⇒45都道府県（43都道
府県）（2019年（2017年））

○過去１年間に歯科検診を受診した者の割
合【2022年度までに65％】

⇒52.9％（47.8％）（2016年（2012年））

１０．歯科口腔保健の充実と歯
科保健医療の充実
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

社会保障 １．予防・健康づくりの推進

【アンブレラ】
予防・健康づくりの推進

【指標①】
平均寿命の延伸を上回る健康寿命
の延伸を目標に、2040年までに健
康寿命を男女ともに３年以上延伸
し（2016年比)、75歳以上とする
ことを目指す。
※要介護度を活用した「日常生活
動作が自立した期間の平均」を補
完的に活用する。
※補完的指標の活用によっても解
決が難しい課題として、健康寿命
の要因分析のさらなる進展や、施
策の効果・進捗を評価するための
適切な指標（KPI）の設定が挙げら
れており、これらについての研究
を推進する。

【指標②】
高齢者の就業・社会参加率

○食物によるアナフィラキシーショック死
亡者数ゼロ【2028年度まで】⇒１人（０人、
４人）（2019年度（2018年度、2017年
度））

○都道府県アレルギー疾患医療拠点病院を設置

した都道府県数

【2021年度までに47都道府県】

⇒33都道府県（28都道府県、６都道府県）
（2019年度（2018年度、2017年度））
○都道府県が実施する患者市民への啓発事業及

び医療従事者等への研修事業を実施した都道府
県数
【2021年度までに47都道府県】

⇒33都道府県（26都道府県）（2019年度
（2018年度））
○中心拠点病院での研修に参加した累積医師数

【2021年度までに100人】⇒42人（22人）
（2019年度（2018年度））

１４．アレルギー疾患の重症化
予防と症状の軽減に向けた対策
の推進

○乳幼児健康診査の未受診率【2024年度までに

３～５か月児が2.0％、１歳６か月児が3.0％、３

歳児が3.0％】

⇒（（3～5ヶ月児）4.5％（4.4％）、（1歳6ヶ月

児）3.8％（3.6％）、（3歳児）4.8％（4.9％）

（2017年(2016年））

○むし歯のない３歳児の割合【2024年度までに

90.0％】

⇒85.6％（84.2％）（2017年(2016年））

○全出生数中の低出生体重児の割合【平成28年

度の9.4％に比べて減少】

⇒9.4％（9.4％）（2017年(2016年））

○乳幼児健診にマイナンバー制度の情報連携を

活用している市町村数【増加（2020年6月以降の

数値を踏まえて検討）】⇒2020年６月より運用

開始のため未把握。調査方法等は今後検討。

○マイナポータルを通じて乳幼児健診等の健診

情報を住民へ提供している市町村数【増加

（2020年6月以降の数値を踏まえて検討）】

⇒2020年６月より運用開始のため未把握。調査

方法等は今後検討。

１２．乳幼児期・学童期の健康
情報の一元的活用の検討

○健診・検診情報を標準化された形でデジ
タル化し、PHRとして活用。【2022年度を
目途に達成】⇒「新たな日常にも対応した
データヘルスの集中改革プラン」に基づき、
標準フォーマットの整備やシステム改修を
行っている。

○ＰＨＲ推進に向けた健診・検診情報の
分析・活用のために必要な取組を整理
【2020年夏までに工程化】⇒「新たな日
常にも対応したデータヘルスの集中改革
プラン」を作成・公表

１３．ＰＨＲ推進を通じた健
診・検診情報の予防への分析・
活用
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
予防・健康づくりの推進

【指標①】
平均寿命の延伸を上回る健康寿命
の延伸を目標に、2040年までに
健康寿命を男女ともに３年以上延
伸し（2016年比)、75歳以上とす
ることを目指す。
※要介護度を活用した「日常生活
動作が自立した期間の平均」を補
完的に活用する。
※補完的指標の活用によっても解
決が難しい課題として、健康寿命
の要因分析のさらなる進展や、施
策の効果・進捗を評価するための
適切な指標（KPI）の設定が挙げ
られており、これらについての研
究を推進する。

【指標②】
高齢者の就業・社会参加率

○糖尿病有病者の増加の抑制
【2022年度までに1,000万人以下】
⇒1,000万人（2016年度）

○メタボリックシンドロームの該当
者及び予備群の数【2022年度までに
2008年度と比べて25％減少】
⇒13.7%減（0.9%増、1%増）（2018
年度（2017年度、2014年度））

○適正体重を維持している者の増加
（肥満（ＢＭＩ25以上）、やせ（Ｂ
ＭＩ18.5未満）の減少）
【2022年度までに
・20～60歳代男性の肥満者の割合28％
⇒35.1％（ 32.8 %、32.4％）
・40～60歳代女性の肥満者の割合
19％ ⇒22.5％（ 22.2 ％、21.6％）
・20歳代女性のやせの者の割合
20％】⇒20.7％（ 21.7 ％、20.7％）
（全て2019年度（2017年度、2016
年度））

１８．企業による保険
者との連携を通じた健
康経営の促進

１７．予防・健康づく
りへの取組やデータヘ
ルス、保健事業につい
て、多様・包括的な民
間委託を推進

○国及び都道府県等による健康サポート薬局の周知活動の実

施回数【各実施主体において年１回以上】

⇒48回（2019年度）

○健康サポート薬局の届出数

【2021年度までに2018年度と比べて50％増加】⇒2,070件

（1,355件、879件）（2019年度（2018年度、2017年度））

１５．健康サポート薬
局の取組の推進

社会保障 １．予防・健康づくりの推進

○保険者からの推薦等一定の基準を満たすヘルスケア事業者

数【2020年度までに100社以上】 日本健康会議から引用

⇒124（123、102）（2019年（2018年、2017年））

○健康保険組合等保険者と連携して健康経営に取り組む企業

数【2020年度までに500社以上】 日本健康会議から引用

⇒1,476（818、539）（2019年（2018年、2017年））

○協会けんぽ等保険者や商工会議所等のサポートを得て健康

宣言等に取り組む企業数

【2020年度までに３万社以上】日本健康会議から引用

⇒51,126（35,196、23,074）（2019年（2018年、2017年）

○かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防に取り

組む自治体、広域連合の数2020年度までに市町村：1,500、広

域連合：47】日本健康会議から引用 ⇒市町村：1,292（1,180、

1,003）（2019年（2018年、2017年））広域連合：45(32,31)

2019（2018年,2017年)

○レセプトの請求情報を活用し、被保険者の全体像を把

握した上で、特定健診未受診者層や未治療者、治療中断

者、治療中の者から事業対象者を抽出している自治体数

【増加】⇒自治体：1,384（2019年）

○アウトカム指標を用いて事業評価を実施している自治

体数【増加】⇒自治体：1,329（2019年）

１９．保険者努力支援
制度の評価指標への追
加などインセンティブ
の一層の活用等
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
予防・健康づくりの推進

【指標①】
平均寿命の延伸を上回る健康寿命
の延伸を目標に、2040年までに健
康寿命を男女ともに３年以上延伸
し（2016年比)、75歳以上とする
ことを目指す。
※要介護度を活用した「日常生活
動作が自立した期間の平均」を補
完的に活用する。
※補完的指標の活用によっても解
決が難しい課題として、健康寿命
の要因分析のさらなる進展や、施
策の効果・進捗を評価するための
適切な指標（KPI）の設定が挙げら
れており、これらについての研究
を推進する。

【指標②】
高齢者の就業・社会参加率

○2025年までに、認知症の診断・
治療効果に資するバイオマーカー
の確立（臨床試験取得３件以上）、
⇒バイオマーカーPOC1件（2020
年10月時点）
日本発の認知症の疾患修飾薬候補
の治験開始
⇒認知症疾患修飾薬候補の治験開
始1件（2020年10月時点）

○がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）【2022年度までに2017年度
と比べて低下】⇒71.6（73.6）
（2018年（2017年））

○全国的な情報登録システム（オレンジレジスト

リ）への発症前も含めた認知症進行段階ごとにおけ

る症例等の登録合計件数【2020年度までに合計１万

件】⇒ 合計19,718件（9,073件、5,764件）

・前臨床期

10,188件（7,761件、4,488件））

・軽度認知障害期

1,610件（1,312件、1､276件）

・認知症7,920件

（2020年度6月時点（2018年度、2017年度））

○がんゲノム医療中核拠点病院又はがんゲノム医療拠点

病院のいずれかを設置した都道府県数【2020年度まで

に30都道府県】⇒26都道府県（９都道府県）（2019年

度（2018年度））

２０．認知症、がんゲノム医療
等の社会的課題解決に資する研
究開発や実装

社会保障 １．予防・健康づくりの推進

○１日当たりの純アルコール摂取
量が男性40g以上、女性20g以上の
者の割合【2020年度までに男性
13％、女性6.4％以下】
⇒男性15％、女性8.7％（2018
年）

【2019年内目途に策定予定の実行計画に

基づき対応】

⇒検討会等の議論を踏まえ、実行計画（第

１版）に基づき、引き続き推進する

【2019年内目途に策定予定の実行計画に基づき対応】

⇒検討会等の議論を踏まえ、実行計画（第１版）に基づ

き、引き続き推進する

２１．ゲノム情報が国内に蓄積する仕組

みの整備及び、がんの克服を目指した全

ゲノム解析等を活用するがんの創薬・個

別化医療、全ゲノム解析等による難病の

早期診断に向けた研究等を推進する。

○都道府県・指定都市における相談拠点・専門医療機

関・治療拠点機関の設置又は選定数

【2020年度までに67自治体】

⇒相談拠点

薬物62（46、39）自治体、ギャンブル等依存症67（50、

42）自治体

⇒専門医療機関

アルコール64（52、34）自治体、薬物56（39、26）自

治体、ギャンブル等依存症61（42、24）自治体

⇒治療拠点機関

アルコール：55（41、25）自治体、薬物46（30、19）

自治体、ギャンブル等依存症50（32、18）自治体

（2020年度見込（2019年度、2019年8月末））

○精神保健福祉センター及び保健所の相談件数【2016

年度と比較して増加】

⇒アルコール21,228件（20,305件、21,777件）、薬物

8,801件（7,359件、8,635件）（2018年（2017年、2016

年））

１６．アルコール・薬物・ギャンブル
等・ゲームの依存症対策の推進
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
医療・福祉サービス改革

【指標①】
医療費・介護費の適正化

【指標②】
年齢調整後の一人あたり医療費の地域差
半減

【指標③】
年齢調整後の一人当たり介護費の地域差
縮減
⇒合計 5.1% （5.4%、 5.3% ）、

施設 8.8% （8.7%、 8.9% ）、
居住系19.1% （20.1%、21.3% ）、
在宅 8.4% （8.2%、 8.5% ）

（2018年度（2017年度、2016年度） ）

【指標④】
医療・福祉サービスの生産性
（※１）の向上
※１ サービス産出に要するマンパワー投
入量
（常勤換算職員数1人当たりの利用者数）
⇒合計 3.52、

施設・居住系 2.20、
在宅 4.74

（2018年度）

【指標⑤】
医療・福祉サービスの質
（※２）の向上
※２ 医師による診療・治療内容を含め
た医療職による対応への満足度

社会保障 ３．医療・福祉サービス改革

２７．在宅看取りの好
事例の横展開

２８．精神障害にも対
応した地域包括ケアシ
ステムの構築

２６．人生の最終段階
における医療・ケアの
在り方等について（人
生会議などの取組の推
進）

○精神障害者の精神病床から退院
後１年以内の地域での平均生
活日数【2019年度の公表値316日
から増加】

○「精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築推進事業」の実施自治体数
【2021年度までに150自治体】
⇒96自治体(75、49自治体)（2020年度(2019、
2018年度)）

○「精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築推進事業」において実施している
事業総数【2021年度までに1,500事業】
⇒418事業(291、204事業)（2020年度(2019、
2018年度)）

○「人生の最終段階における医
療・ケアに関する患者本人等の相
談に適切に対応できる医療・介護
人材を育成する研修」参加者が所
属する医療機関等の実数
【2020年度に300機関以上】
⇒358機関（319機関、277機関）
（2019年度(2018年、2017年)）

○「人生会議（ ACP: アドバンス・ケア・プ
ランニング）国民向け普及啓発事業」の集客
数
【2020年度に15,000人以上】
⇒22,980人（2019年度）

○「人生の最終段階における医療・ケアに関
する患者本人等の相談に適切に対応できる医
療・介護人材を育成する研修」の実施回数
【2020年度に12回以上】
⇒16回（12回、12回）（2019年度(2018年度、
2017年度)）

○「人生の最終段階における医療・ケアに関
する患者本人等の相談に適切に対応できる医
療・介護人材を育成する研修」の参加人数
【2020年度に960人以上】
⇒1,343人（1,136人、979人）（2019年
度(2018年度、2017年度)）
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
医療・福祉サービス改革

【指標①】
医療費・介護費の適正化

【指標②】
年齢調整後の一人あたり医療費の
地域差半減

【指標③】
年齢調整後の一人当たり介護費の
地域差縮減

【指標④】
医療・福祉サービスの生産性
（※１）の向上
※１ サービス産出に要するマンパ
ワー投入量

【指標⑤】
医療・福祉サービスの質
（※２）の向上
※２ 医師による診療・治療内容
を含めた医療職による対応への
満足度

○地域医療構想の2025年におけ
る医療機能別（高度急性期、
急性期、回復期、慢性期）の
必要病床数を達成するために増
減すべき病床数に対する実際に
増減された病床数の割合
【2025年度に100％】
○介護療養病床の第７期介護保
険事業計画に沿ったサービス量
進捗状況と、第８期計画期初に
見込まれる期末時点でのサービ
ス減量【2020年度末に100％】
⇒ 70.8％ （88.2％）（2019年度
（2018年度））

社会保障 ３．医療・福祉サービス改革

○公立病院改革プランまたは公的医
療機関等2025プラン対象病院で、再
検証要請対象医療機関とされた医療
施設のうち、地域医療構想調整会議
において具体的方針について再度合
意に至った医療施設の病床の割合
【 「経済財政運営と改革の基本方針
2020（仮）」に向け、工程表の具体
化を図ることとしており、その結果
を踏まえて指標を改めて設定】

○在宅患者訪問診療件数【2017年医
療施設調査からの増加】
⇒1,228,040件（1,072,285件）（2017年（2014年））

○地域医療構想調整会議において具
体的対応方針について合意に至った
医療施設の病床の割合
【「経済財政運営と改革の基本方針
2020（仮）」に向け、工程表の具
体化を図ることとしており、その結
果を踏まえて指標を改めて設定】

○公立病院改革プランまたは公的医
療機関等2025プラン対象病院で、
再検証要請対象医療機関とされた医
療施設のうち、地域医療構想調整会
議において具体的方針について再度
合意に至った医療施設の病床の割合
【 「経済財政運営と改革の基本方
針2020（仮）」に向け、工程表の
具体化を図ることとしており、その
結果を踏まえて指標を改めて設定】

２９ ⅰ．地域医療構想の実現
（地域医療構想の実現に向け
た病床の機能分化・連携の取
組を促進する）

３７．大都市や地方での医
療・介護提供に係る広域化等
の地域間連携の推進
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

社会保障 ３．医療・福祉サービス改革

【アンブレラ】
医療・福祉サービス改革

【指標①】
医療費・介護費の適正化

【指標②】
年齢調整後の一人あたり医療費の
地域差半減

【指標③】
年齢調整後の一人当たり介護費
の地域差縮減

【指標④】
医療・福祉サービスの生産性
（※１）の向上
※１ サービス産出に要するマンパ
ワー投入量

【指標⑤】
医療・福祉サービスの質
（※２）の向上
※２ 医師による診療・治療内容
を含めた医療職による対応への
満足度

各都道府県が作成した医療計画に沿って、医療

設備・機器等の共同利用計画を策定した医療機

関【1000件以上】

⇒ 104件(2020年4月～9月）

○医療機器等の効率的な活用の
促進に関する事項を盛り込んだ
医療計画を作成した都道府県数
【2020年度までに47都道府県】
⇒46都道府県 (2020年４月時点)

３０．高額医療機器の効率的な
配置等を促進

○法定外繰入等の額【2017年度決算(1,751億)よ

り減少】⇒1,258億（1,751億、2,526億）（2018

年（2017年、2016年））

○法定外繰入等を行っている市町村数【2023年

度までに200市町村】⇒354市町村（505市町村、

677市町村）（2018年（2017年、2016年））

○法定外繰入等の解消に向けた計
画において、解消年度と公費の活
用等解消に向けた実効的・具体的
な手段を明記した市町村の割合
【2020年度までに100％】
⇒91.7％（2020年10月）

３３ ⅱ．地域の実情を踏まえた
取組の推進（国保財政の健全化
委に向け、受益と負担の見える
化の推進（法定外繰入の解消
等））

○第３期医療費適正化計画における各都道府県

の医療費目標及び適正化指標【2023年度におけ

る各都道府県での目標達成】 ⇒データ無

○年齢調整後の一人当たり医療費の地域差

【2023年度時点での半減を目指して年々縮小】

⇒0.076(0.075、0.073）(2018年(2017年、2016

年）)

○年齢調整後の要介護度別認定率の地域差

【2020年度末までに縮減】

合計 6.3%（6.9%、7.8%）、
要支援１ 22.3%（24.7%,、24.3%）、
要支援２ 16.4% （16.3%、15.1%）、
要介護１ 7.8% （8.5%、7.5%）、
要介護２ 8.1% （8.2%、8.0%）、
要介護３ 8.3% （8.9%、9.2%）、
要介護４ 9.8% （9.4%、9.8%）、
要介護５ 10.9% （10.7%、12.1%）
（2018年度（2017年度、2016年度））

○後発医薬品の利用勧奨など、使用割合を高め

る取組を行う保険者【2020年度までに100 ％】

⇒29.0%(23.7％、17.7％)（2019年(2018年、2017

年)）

○重複・頻回受診、重複投薬の防止等の医療費

適正化の取組を実施する保険者【2023年度まで

に100％】⇒ 51.9%（47.6％、40.8％)（2019年(2018

年、2017年)）

○地域差を分析し、介護給付費の適正化の方策

を策定した保険者【2020年度までに100％】

⇒100％（96.1％、91.7%）（2019年度（2018年度、

2017年度））

３３ ⅰ．地域の実情を踏まえた
取組の推進（.地域別の取組や成
果について進捗管理・見える化
を行うとともに、進捗の遅れて
いる地域の要因を分析し、保険
者機能の一層の強化を含め、更
なる対応の検討）
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
医療・福祉サービス改革

【指標①】
医療費・介護費の適正化

【指標②】
年齢調整後の一人あたり医療費の
地域差半減

【指標③】
年齢調整後の一人当たり介護費の
地域差縮減

【指標④】
医療・福祉サービスの生産性
（※１）の向上
※１ サービス産出に要するマンパ
ワー投入量

【指標⑤】
医療・福祉サービスの質
（※２）の向上
※２ 医師による診療・治療内容
を含めた医療職による対応への
満足度

社会保障 ３．医療・福祉サービス改革

○コンピュータで審査完結するレセプトの割合

【システム刷新後２年以内に９割程度】

○既存の支部設定コンピュータチェックルール

の移行・廃止

【新システム稼働時までに集約完了】

○「支払基金業務効率化・高度化計画・工程

表」等に掲げられた改革項目16項目の進捗状況

【各年度時点での十分な進捗を実現】

●９割完結に資する振分機能について、総合試

験を実施。今後統合試験を予定。

●支部設定コンピュータチェックルールについ

て、約2.5万件（2019.9）から約1.3万件

（2020.9）に集約。

３９ ⅲ．データヘルス改革の推
進（医療保険の支払審査機関に
ついて、「支払基金業務効率
化・高度化計画・工程表」等に
掲げられた改革項目を着実に進
める）

○全国の医療機関等において保健医療情報を確認し

た件数【2020年夏までに工程表を策定することとしており、その

結果を踏まえて指標を改めて設定】

⇒工程を策定済み

○ＮＤＢ、介護ＤＢの第三者提供の件数【運用開始後

（2020年度以降）提供件数増加】

⇒2020年10月１日施行。現時点で記載できるデータ無し。

○オープンデータの充実化 【集計項目数増加】

⇒2020年度公表分（12月公表予定）で医科歯科別の

集計の追加するとともに二次医療圏別の集計を基本

診療料の全てに拡大予定（2019年度公表分で二次医

療圏別集計を７項目新たに追加）

○全国の医療機関等において確認できる保
健医療情報のデータ項目数
【2020年夏までに工程表を策定することと
しており、その結果を踏まえて指標を改め
て設定】⇒工程を策定済み

○ＮＤＢ、介護ＤＢの連結解析、提供
に関する基盤の運用開始【2020年度
に運用開始】⇒2020年10月１日施行。

３９ ⅱ．データヘルス改革の推
進（「保健医療データプラット
フォーム」の2020年度本格運用
開始）

○年齢調整後の要介護度別認定率の地域差

【2020年度末までに縮減】

合計 6.3%（ 6.9%、7.8%）、
要支援１ 22.3%（24.7%,、24.3%）、
要支援２ 16.4% （16.3%、15.1%）、
要介護１ 7.8% （8.5%、7.5%）、
要介護２ 8.1% （8.2%、8.0%）、
要介護３ 8.3% （8.9%、9.2%）、
要介護４ 9.8% （9.4%、9.8%）、
要介護５ 10.9% （10.7%、12.1%）
（2018年度（2017年度、2016年度））

○年齢調整後の一人当たり介護費の地域差（施設

/居住系/在宅/合計）【2020年度末までに縮減】

⇒合計 5.1% （5.4%、5.3% ）、
施設 8.8% （8.7%、8.9% ）、
居住系19.1% （20.1%、21.3% ）、
在宅 8.4% （8.2%、8.5% ）

（2018年度（2017年度、2016年度））

○地域差を分析し、介護給付費の適正化

の方策を策定した保険者【2020年度まで

に100％】⇒100％（96.1％、91.7%）

（2019年度（2018年度、2017年度））

○認定者数、受給者数、サービスの種類

別の給付実績を定期的にモニタリング

（点検）している保険者【2020年度まで

に100％】⇒92.6％（75.9％）（2019年度

（2018年度））

３５．介護保険制度における財
政的インセンティブの評価指標
による評価結果の公表及び取組
状況の「見える化」や改善の推
進
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
医療・福祉サービス改革

【指標①】
医療費・介護費の適正化

【指標②】
年齢調整後の一人あたり医療費の
地域差半減

【指標③】
年齢調整後の一人当たり介護費の
地域差縮減

【指標④】
医療・福祉サービスの生産性
（※１）の向上
※１ サービス産出に要するマンパ
ワー投入量

【指標⑤】
医療・福祉サービスの質
（※２）の向上
※２ 医師による診療・治療内容
を含めた医療職による対応への
満足度

社会保障 ３．医療・福祉サービス改革

○見直し後の臨床研修の実施を踏まえた基本的診

療能力について、自信を持ってできる又はできる

と答えた研修医の割合【2022年度までに研修修

了者の70％】(臨床研修後のアンケート調査によ

り把握）

○見直し後の一貫した到達目標に基づいた臨床研

修プログラム数【2020年度までに1,000件】

⇒1,363件（2020年度）

○一貫した評価システムで評価を行った臨床研修

医数【2022年度までに800人】

⇒2022年度に把握予定

４２．卒前・卒後の一貫した医
師養成課程の整備

○2019年度末までに研修を受けた全医療機関が、

医療情報の品質管理・標準化を実施し、当該情報

を利用した研究に着手【2020年度末までに４機

関】⇒４機関（０機関）（2020年10月時点（2019年

10月時点）)

○医療情報の品質管理・標準化について、ＭＩ

Ｄ－ＮＥＴの経験を含む研修を受けた医療機関

数【2020年度末までに８機関】⇒８機関（４機

関）（2020年10月時点（2019年10月時点））

４０．クリニカル・イノベー
ション・ネットワークとＰＭＤ
Ａの医療情報データベース（Ｍ
ＩＤ－ＮＥＴ）の連携

○６領域における、ＡＩ技術の製
品化等、現場での実用化に至った
領域数【2020年度末までに１領
域】
⇒1領域（2019年）

○６つの重点領域（ゲノム医療、画像診断

支援、診断・治療支援、医薬品開発、介

護・認知症、手術支援）のうち、ＡＩの構

築に必要なデータベースを構築した領域数

【2020年度末までに６領域】

⇒4領域（2019年）

３９ ⅳ．データヘルス改革の推
進（ＡＩの実装に向けた取組の
推進）

○介護労働者の平均労働時間・
残業時間数【2020年度末までに
縮減】
⇒平均労働時間数：37.0時間
（37.1時間、 37.9 時間）、

平均残業時間数：1.7時間（1.9
時間、 2.0時間）
（2019年度（2018年度、2017
年度））

○介護老人福祉施設等における介
護・看護職員等の配置に係る人員
ベースでの効率化【2020年度まで
に改善】
⇒介護・看護職員1人当たりの在

所者数 2.0人（2.0人、2.0人）
（2018年（2017年、2016年））

○地域医療介護総合確保基金等によるロボッ

ト・センサーの導入支援件数【2020年度までに

3,000件（延べ件数）】⇒4,000件（2,214件、58

件）（2019年度（2018年度、2015年度））

○介護ロボット等の活用、ＩＣＴ利活用等を含

めた業務効率化・生産性向上に係るガイドライ

ンを活用する事業所数【2019年度実績から増

加】⇒65件(38件) (2020年時点（暫定値）

(2019年度))

○地域医療介護総合確保基金によるICT導入支援

事業を実施する都道府県数【2020年度までに全

都道府県】⇒40都道府県（15県）（2020年度予

定（2019年度））

○介護ロボットの開発・実証・普及のプラット

フォームを活用した実証件数【2020年度以降増

加】⇒【2021年度早期に把握予定】

３９ ⅵ．データヘルス改革の推
進（ ロボット・ＩｏＴ・ＡＩ・
センサーの活用）
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
医療・福祉サービス改革

【指標①】
医療費・介護費の適正化

【指標②】
年齢調整後の一人あたり医療費の
地域差半減

【指標③】
年齢調整後の一人当たり介護費の
地域差縮減

【指標④】
医療・福祉サービスの生産性
（※１）の向上
※1 サービス産出に要するマン
パワー投入量

【指標⑤】
医療・福祉サービスの質
（※２）の向上
※２ 医師による診療・治療内容
を含めた医療職による対応への
満足度

社会保障 ３．医療・福祉サービス改革

○「介護に関する入門的研修」の実施からマッチ

ングまでの一体的支援事業により介護施設等と

マッチングした者の数【2021年度までに2018年

度と比べて15％増加】⇒204人（2018年度）

※2019年度数値については、12月末に把握。

○保育補助者雇上強化事業により雇い上げられた

人数【2021年度までに3,000人】⇒2,847人（2018

年）（883人（2017年）（307人（2016年）））

○地域医療介護総合確保基金による介護人材の資

質向上のための都道府県の取組の実施都道府県数

【毎年度47都道府県】⇒47都道府県（2018年度）

※2019年度数値については、12月末に把握。

○「介護に関する入門的研修」の延べ実施回数

【2021年度までに2018年度と比べて15％増加】

⇒117回（2018年度）※2019年度数値について

は、12月末に把握。

○保育補助者雇上強化事業を利用した市町村数

【2021年度までに300市町村】⇒163自治体

（2018年）（87自治体（2017年）（34自治体

（2016年）））

４４ ⅱ．事業所マネジメント
の改革等を推進（介護助手・保
育補助者など多様な人材の活
用）

○総合診療専門研修を受けた専攻医数【厚生労働
科学研究において2019年度中を目途に将来の各
診療科の必要医師数を算出することとしており、
その後研究結果を踏まえて指標を設定】

○総合診療専門研修プログラム数

【研究結果に基づいて指標を設定する予定】

○総合診療専門研修を希望する若手医師数

⇒研究結果に基づいて指標を設定する予定 ４３．総合診療医の養成の促進
○看護業務の効率化に資する先進的事例を元に試

行された取組事例数【2020年度までに2019年度

に加えて10例】⇒2020年度の試行取組について

2021年３月中に公表予定（2020年度から開始し

ており、過去データ無し）

○特定行為研修を修了し、医療機関で就業してい

る看護師の数【2020年度までに3,000人】⇒1,253

人（881人）（2019年10月時点（2018年３月時

点））

○介護分野における書類の削減【2020年代初頭ま

でに半減】⇒社会保障審議会介護保険部会「介護

分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会」

の中間とりまとめに沿って、簡素化・標準化・

ICT化の取組を推進。

○介護労働者の平均労働時間・残業時間数

【2020年度末までに縮減】⇒平均労働時間

数：37.0時間（37.1時間、 37.9 時間）、平均

残業時間数：1.7時間（1.9時間、 2.0時間）

（2019年度（2018年度、2017年度））

○介護老人福祉施設等における介護・看護職員等

の配置に係る人員ベースでの効率化【2020年度ま

でに改善】⇒介護・看護職員1人当たりの在所者

数 2.0人（2.0人、2.0人）（2018年（2017年、

2016年）

○看護業務の効率化に資する先進的取組の公表事

例数【2020年度までに15例】

⇒2020年度の事例数について2021年3月中に公表

予定（2019年度10例）

○特定行為研修の指定研修機関数【2020年度まで

に150機関】

⇒222機関（134機関）（2020年8月時点（2019年

8月時点））

○介護ロボット等の活用、ＩＣＴ利活用等を含めた業務

効率化・生産性向上に係るガイドラインを活用する事業所

数【2019年度実績から増加】⇒65件(38件) (2020年時点

（暫定値）(2019年度))

４４ⅰ．事業所マネジメントの
改革等を推進（従事者の業務分
担の見直しと効率的な配置）
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
医療・福祉サービス改革

【指標①】
医療費・介護費の適正化

【指標②】
年齢調整後の一人あたり医療費の
地域差半減

【指標③】
年齢調整後の一人当たり介護費の
地域差縮減

【指標④】
医療・福祉サービスの生産性
（※１）の向上
※１ サービス産出に要するマンパ
ワー投入量

【指標⑤】
医療・福祉サービスの質
（※２）の向上
※２ 医師による診療・治療内容
を含めた医療職による対応への
満足度

○バイオシミラーの品目数（成分数ベース）

【2020年度末までに品目数を2017年７月時点か

らの倍増（10成分）】⇒バイオシミラーの薬価

収載品目数：13品目、９品目、５品目）（2020

年10月時点（2019年10月時点、2017年））

○後発医薬品の使用割合【2020年９月80％以

上】⇒76.7％（72.6％）（2019年９月時点

（2018年９月））（2020年９月の後発医薬品の

使用割合（確定値）については、2021年３月に

把握可能）（速報値：78.3％）。

○バイオシミラーに関する講習会
の開催数【年10回以上】
⇒４回開催（2020年10月時点）

○後発医薬品の品質確認検査の実
施【年間約900品目】
⇒834品目(891品目、900品目）(2019
年度（2018年度、2017年度））

５４．後発医薬品の使用促進

４９．５０．バイオ医薬品及び
バイオシミラーの研究開発・普
及の推進等

社会保障 ３．医療・福祉サービス改革

○１社会福祉法人当たりの介護サービスの事業数

【2020年度末までに増加】⇒ 4.8事業（4.7事業(4.6

事業)2018年度（2017年度(2016年度)）

○社会福祉法人数及び１社会福祉法人当たりの職員

数（常勤換算数）【見える化】⇒社会福祉法人数：

20,912法人（20,838法人）（2019年3月31日（2018年３月

31日）） 、 1社会福祉法人当たりの職員数：87.49人

（86.67人）（2019年4月1日（2018年４月１日）

○効率的な体制構築に関する先進的取
組の事例数【2020年度までに10例以
上】⇒10事例（2019年度末）

４４ ⅳ．事業所マネジメント
の改革等を推進（介護の経営の
大規模化・協働化）

○アンケート調査において医療従事者の勤務環境改善に

「職種を問わず」または「一部職種で」取り組んでいる

と回答した病院の割合【2020年度までに85％】⇒74.6%

（68.0%）（2019年度（2018年度））

○介護分野における書類の削減【2020年代初頭までに半

減】⇒社会保障審議会介護保険部会「介護分野の文書に

係る負担軽減に関する専門委員会」の中間とりまとめに

沿って、簡素化・標準化・ICT化の取組を推進。

○介護労働者の平均労働時間・残業時間数【2020年

度末までに縮減】⇒平均労働時間数：37.0時間

（37.1時間、 37.9 時間）、平均残業時間数：1.7時

間（1.9時間、 2.0時間）（2019年度（2018年度、

2017年度））

○介護老人福祉施設等における介護・看護職員等の配置

に係る人員ベースでの効率化【2020年度までに改善】⇒

介護・看護職員1人当たりの在所者数 2.0人（2.0人、2.0

人）（2018年（2017年、2016））

○病院長に対する労務管理に関す
るマネジメント研修の受講者数
【2020年度までに1,500人】
⇒1,512人（2019年度）

○職員のキャリアアップや職場環境等
の改善に取り組む介護事業所の割合
【2020年度末までに75％】⇒77.6％
（73.9％、67.9％）（2019年度、2
（2018年度、2017年度））

○介護分野における生産性向上ガ
イドライン活用事業所数【2019年
実績から増加】⇒65件(38件)(2020
年時点（暫定値）(2019年度))

４４ ⅲ．事業所マネジメントの
改革等を推進（事業所マネジメ
ントの改革等を推進）
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

【アンブレラ】
医療・福祉サービス改革

【指標①】
医療費・介護費の適正化

【指標②】
年齢調整後の一人あたり医療費の
地域差半減

【指標③】
年齢調整後の一人当たり介護費の
地域差縮減

【指標④】
医療・福祉サービスの生産性
（※１）の向上
※１ サービス産出に要するマンパ
ワー投入量

【指標⑤】
医療・福祉サービスの質
（※２）の向上
※２ 医師による診療・治療内容
を含めた医療職による対応への
満足度

社会保障 ３．医療・福祉サービス改革

○大病院受診者のうち紹介状なしで
受診したものの割合【2020年度まで
に400床以上の病院で40％以下】
⇒36.9％（40.4％）（2018年（2017
年））

○重複投薬・相互作用等防止に係る
調剤報酬の算定件数【2021年度まで
に2017年度と比べて20％増加】
⇒386,178件（403,866件、329,216
件）（2019年度（2018年度、2017
年度））

○地域包括ケアシステムにおいて過
去１年間に平均月１回以上医師等と
連携して在宅業務を実施している薬
局数【2022年度までに60％】
⇒29.8％（2019年12月末）

○「患者のための薬局とビジョン」に
おいて示すかかりつけ薬剤師しての役
割を発揮できる薬剤師を配置している
薬局数【2022年度までに60％】
⇒67.5％（2019年12月末）

○各都道府県の、一人の患者が同一期
間に３つ以上の医療機関から同じ成分
の処方を受けている件数【見える化】
⇒公表に向け集計中(ホームページに
て公表済（2017年度））【見える
化】⇒公表に向け集計中(ホームペー
ジにて公表済（2017年度））【見え
る化】

○調剤報酬における在宅患者訪問薬剤
管理指導料、介護報酬における居宅療
養管理指導費、介護予防居宅療養管理
指導費の算定件数【2021年度までに
2017年度と比べて40％増加】⇒2018
年度分集計中（9,427,974件）（2018
年度（2017年度）

５６．かかりつけ医、かかりつけ
歯科医、かかりつけ薬剤師の普及
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

再生計画の改革工程表の全44
項目の着実な推進

○在宅サービスのサービス量進
捗状況
【2020年度までに100％】
⇒ 92.2％ （90.2％） （ 2019年度
（2018年度）

○地域包括ケアシステム構築のために必要な

介護インフラに係る第７期介護保険事業計画

のサービスの見込み量に対する進捗状況（小

規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型

居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護）【2020年度までに100％】

・小規模多機能型居宅介護の進捗状況

→ 80.2％ （78.8％ ）

・看護小規模多機能型居宅介護

→ 60.8％ （52.0％）

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

→ 79.4％ （68.7％）

（ 2019年度（2018年度））

○在宅患者訪問診療件数【2017年医療施設

調査からの増加】⇒1,228,040件（1,072,285

件）（2017年（2014年））

○在宅医療・介護連携推進事業、認知症総合

支援事業、生活支援体制整備事業の実施保険

者【2019年度末までに100％】

・在宅医療・介護連携推進事業

→100％（100％ 、88.3%）

・ 認知症総合支援事業

→100％（100％、87.8% ）

・生活支援体制整備事業

→100％（99.9％ 、87.6%）（2020年11月時

点（暫定値）（2018年度、2017年度） ）

○終了した研究に基づき発表され
た成果数（論文、学会発表、特許
の件数など）【前年度と同水準】
⇒ 4858(2018年)

⑦ 在宅や介護施設等における看
取りも含めて対応できる地域包
括ケアシステムを構築

○200床以上の病院における単品単価取引が行わ

れた医薬品のシェア【2020年度までに100 ％以

上】⇒80.0%、79.1％、52.6％（2019年度、2018年

度、2015年度）

○調剤薬局チェーン（20店舗以上）における単品

単価取引が行われた医薬品のシェア【2020年度ま

でに100 ％以上】⇒96.9%、97.2％、62.8％（2019

年度、2018年度、2015年度）

○医療用医薬品の取引価格の妥結率【見える化】

⇒病院（総計）：99.6％、98.2％、99.6％

チェーン薬局：99.9％、89.6％、100％

その他の薬局：99.9％、96.4％、100％

保険薬局計 ：99.9％、93.7％、100％

（2020.3、2019..3、2015.3時点）

（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進

○「事前評価員会」による学術的･行政的観点に

基づく評価･採択と、「中間・事後評価員会」に

よる研究成果の検証及び採点に基づく、採択課

題の継続率【2022年度までに100％】⇒ 100%

（2019年度）

㉓ マイナンバー制度のインフラ
等を活用した取組
ⅲ医療等分野における研究開発の
促進

○医薬品のバーコード（販売包装単位及び元梱

包装単位の有効期限、製造番号等）の表示率

【2020年度までに100％】

㉞ 適切な市場価格の形成に向け
た医薬品の流通改善
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

再生計画の改革工程表の全44
項目の着実な推進

○年間新規透析患者数【2028年度
までに35,000人以下に減少】
⇒40,468人（40,959人、39,344
人）（2018年（2017年、2016
年））

○糖尿病有病者の増加の抑制
【2022年度までに1,000万人以下】
⇒1,000万人（2016年度）

○メタボリックシンドロームの該
当者及び予備群の数
【2022年度までに2008年度と比べ
て25％減少）】
⇒13.7%減（0.9%増、1%増）（2018
年度（2017年度、2014年度））

（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進

○好事例（の要素）を反映したデータヘルスの取組を行う保

険者【100％】⇒市町村国保：1254（1,198、1,116）、広

域連合：41（39、39）

健保組合：417（365、271）、共済組合：30（27、20）

国保組合：32（30、16）、協会けんぽ：48（48、48）

（2019年（2018年、2017年））

○データヘルスに対応する健診機関（民間事業者も含む）を

活用する保険者【データヘルス計画策定の保険者において

100％】

⇒市町村国保：1,414（1,036、924）、広域連合：23（13、

12）

健保組合：1,122（872、732）、共済組合：63（43、

34）

国保組合：115（86、64）、協会けんぽ：47（39、40）

（2019年（2018年、2017年））

○健康維持率、生活習慣病の重症疾患の発症率、服薬管理率

等の加入者の特性に応じた指標によりデータヘルスの進捗管

理を行う保険者【データヘルス計画策定の保険者において

100％】

⇒現時点で記載できるデータなし。

○健康保険組合等保険者と連携して健康経営に取り組む企業

数【2020年度までに500社以上】日本健康会議から引用

⇒1,476（818、539）（2019年（2108年、2017年））

○協会けんぽ等保険者のサポートを得て健康宣言等に取り組

む企業数【2020年度までに３万社以上】日本健康会議から引用

⇒51,126（35,196、23,074）（2019年（2108年、2017年））

○保険者からの推薦等一定の基準を満たすヘルスケア事業者

数【2020年度までに100社以上】日本健康会議から引用

⇒124（123、102）（2019年（2108年、2017年））

㉑ 医療関係職種の活躍促進、民
間事業者による地域包括ケアを
支える生活関連サービスの供給
促進等
ⅰ障壁となっている規制がないか
検証し必要な対応を検討・実施

㉑ 医療関係職種の活躍促進、民
間事業者による地域包括ケアを
支える生活関連サービスの供給
促進等
ⅱ事業運営の効率化等に関する民
間事業者の知見や資金の活用を促
進
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（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進

政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

再生計画の改革工程表の全44
項目の着実な推進

○重複投薬・相互作用等防止に係
る調剤報酬の算定件数【2021年
度までに2017年度と比べて20％
増加】
⇒386,178件（403,866件、
329,216件）（2019年度（2018年
度、2017年度））

○地域包括ケアシステムにおいて
過去１年間に平均月１回以上医師
等と連携して在宅業務を実施して
いる薬局数【2022年度までに
60％】
⇒29.8％（2019年12月末）

○「患者のための薬局ビジョン」
において示すかかりつけ薬剤師と
しての役割を発揮できる薬剤師を
配置している薬局数
【2022年度までに60％】
⇒67.5％（2019年12月末）

○各都道府県の、一人の患者が同
一期間に３つ以上の医療機関から
同じ成分の処方を受けている件数
【見える化】
⇒公表に向け集計中(ホームページ
にて公表済（2017年度））【見え
る化】

○調剤報酬における在宅患者訪問
薬剤管理指導料、介護報酬におけ
る居宅療養管理指導費、介護予防
居宅療養管理指導費の算定件数
【2021年度までに2017年度と比
べて40％増加】
⇒集計中（9,427,974件）（2018年
度（2017年度））

㊱ かかりつけ薬局推進のための
薬局全体の改革の検討、薬剤師
による効果的な投薬・残薬管理
や地域包括ケアへの参画を目指
す
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

再生計画の改革工程表の全44
項目の着実な推進

（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進

○就労支援事業等に参加した者のうち、就労した者及び就労

による収入が増加した者の割合【2021年度までに50％】

42.4％（43.6％、42.4％） 2018年度（2017年度、2016年

度）

○「その他の世帯」の就労率（就労者のいる世帯の割合）

【2021年度までに45％】

⇒38.7％（40.4％、36.6％）

2018年度（2017年度、2016年度）

○就労支援事業等を通じた脱却率【見える化】

7.6％（7.7%、7.6％）2018年度（ 2017年度、2016年度)

○就労支援事業等の参加者の就労・増収率についての自治体

ごとの状況【見える化】

42.4％（43.6％、42.4％）2018年度（2017年度、2016年

度)

○「その他の世帯」の就労率等

の自治体ごとの状況【見える化】

38.7％（40.4％、36.6％）2018年度（2017年度、 2016年

度）

○生活保護受給者の後発医薬品の使用割合【毎年度80％】

86.2％（77.6％、73.3％）2019年6月（2018年6月、2017年6

月）

○頻回受診者に対する適正受診指導による改善者数割合

【2021年度において2017年度比２割以上の改善 目標値：

64.6%】

⇒47.9％（54.1％、53.9％、52.3％）2019年度（2018年度、2017年

度、2016年度））

○生活保護受給者一人当たり医療扶助の地域差

【見える化】

※地域差、であることから数値記載は困難。地域差については分量

の観点から本資料への掲載は困難であるが、全自治体の現状は見え

る化データベースに掲載済

○後発医薬品の使用割合の地域差

【見える化】

※地域差、であることから数値記載は困難。地域差については分量

の観点から本資料への掲載は困難であるが、全自治体の現状は見え

る化データベースに掲載済。

〇就労支援事業等に参加可能な者の事業

参加率

【2021年度までに65％】【見える化】

57.1％（58.0％、56.8％）2018年度

（2017年度、2016年度）

※2018年度から就労支援事業等の参加率

の算定方法を変更しており、従前の算定

方法（＊）による就労支援事業等の参加

率は以下のとおり。

（＊）稼働能力を失った者等、事業に参

加する余地のない者を含んで算定。

【2018年度までに60％】【見える化】

（36.5％、36.4％）（2017年度、2016

年度）

○就労支援事業等に参加可能な者の事業
参加率の自治体ごとの状況【見える化】
⇒見える化ＤＢにおいて公表済
57.1％（58.0％、56.8％）2018年度

（2017年度、2016年度）

○医療扶助の適正化に向けた自治体にお

ける後発医薬品使用促進計画の策定率

【毎年度100％】

⇒ 99.6％ （98.7％ 、99.8％、99.9％）

2019年度（2018年度、2017年度、2016

年度）

○頻回受診対策を実施する自治体【毎年

度100％】

⇒96.9％（99.2％ 、100％、100％）

2019年度（2018年度、2017年度、2016

年度）

㊵ 就労支援を通じた保護脱却の
推進のためのインセンティブ付
けの検討など自立支援に十分取
り組む

㊶ 生活保護の適用ルールの確実
かつ適正な運用、医療扶助をは
じめとする生活保護制度の更な
る適正化

㊷ 平成29年度の次期生活扶助基
準の検証に合わせた年齢、世帯
類型、地域実態等を踏まえた真
に必要な保護の在り方や更なる
自立促進のための施策等、制度
全般について予断なく検討し、
必要な見直し
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政策目標 ＫＰＩ第２階層 ＫＰＩ第１階層 取 組

再生計画の改革工程表の全44
項目の着実な推進

（参考）再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進

○生活困窮者自立支援制度の利用によ
る就労者及び増収者数【見える化】
⇒就労支援プラン（プランに就労支援
が盛り込まれたもの）の作成・支援に
より就労した者及び増収した者の数：
21,607人（21,412人、22,372人）
（2019年度（2018年度、2017年
度））
上記以外の者であって、生活困窮者自
立支援制度の利用や他機関につないだ
ことにより、就労した者及び増収した
者の数：12,255人（12,620人、9,350
人）（2019年度（2018年度、2017年
度））

○就労支援プラン対象者のうち、就労
した者及び就労による収入が増加した
者の割合
【毎年度75％】
⇒61％（63％、70％）（2019年度
（2018年度、2017年度））

○自立生活のためのプラン作成者のう
ち、自立に向けての改善が見られた者
の割合【2021年度までに90％】
⇒84％（ 2019年度）

○福祉事務所設置自治体による就労準備支援
事業及び家計改善支援事業の実施率【見える
化】
⇒就労準備支援事業：54％（48％、43％）
（2019年度（2018年度、2017年度））
家計改善支援事業：53％（45％、40％）
（2019年度（2018年度、2017年度）

○自立生活のためのプラン作成件数【毎年度
年間新規相談件数の50％】
⇒32％（33％、31％）（2019年度（2018年
度、2017年度））
○自立生活のためのプランに就労支援が盛り
込まれた対象者数
【毎年度プラン作成件数の60％】
⇒45％（ 44％、45％）（2019年度（2018年
度、2017年度））

○自立相談支援事業にける生活困窮者の年間
新規相談件数【2021年度までに25万件】
⇒248,398件（ 237,665件、229,685件）
（2019年度（2018年度、2017年度））
○自立相談支援機関が他機関・制度へつない
だ（連絡・調整や同行等）件数【見える化】
⇒4,830件（4,898件、5,431件）（2019年度
（2018年度、2017年度））
○任意の法定事業及び法定外の任意事業の自
治体ごとの実施率【見える化】
⇒一時生活支援事業：32％（31％、29％）
（2019年度（2018年度、2017年度））
子どもの学習・生活支援事業：62％（ 59％、
56％） （2019年度（2018年度、2017年
度））
生活保護受給者等就労自立促進事業：85％
（86％、84％）（2019年度（2018年度、
2017年度））

㊸ 生活困窮者自立支援制度の着
実な推進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

1 2040年までに健康寿命を男女とも3歳以上延伸し、75歳以上とすることを目指す 

新たな手法も活用し、次世代を含めたすべての人の健やかな
生活習慣形成等、疾病予防・重症化予防、介護予防・フレイ
ル対策、認知症予防等に取り組む。

健康寿命に影響をもたらす要因に関する研究を行い、客観的
な指標等をしっかりと設定・活用しつつ施策を推進する。

「自然に健康になれる環境づくり」や「行動
変容を促す仕掛け」など「新たな手法」も活
用した「健康寿命延伸プラン」の着実な実施
を通じ、次世代を含めた全ての人の健やかな
生活習慣形成等、疾病予防・重症化予防、介
護予防・フレイル対策、認知症予防等の取組
を推進するとともに、客観的に健康づくり関
連施策を評価できる指標の設定に向け、健康
寿命に影響をもたらす要因に関する研究を推
進。

≪厚生労働省≫

研究結果を踏ま
え、客観的指標を
次期健康づくり運
動プランの目標と
することや、今後
必要な施策につい
て検討。

― ―

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

２-１ 予防・健康づくりの推進

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

予防・健康づくりを推進するため、先進事例の横展開やインセンティブの積極活用等を通じて糖尿病等の生活習慣病の予防・重症化予防や認知症の予防等に重点的に取り組む。これによ

り、健康寿命を延伸し、平均寿命との差を縮小することを目指す。

21



2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

2 糖尿病等の生活習慣病や慢性腎臓病の予防の推進

日本健康会議の重症化予防ＷＧ等において重症化予
防の先進・優良事例の把握を行うとともに、それを
踏まえた糖尿病性腎症重症化予防プログラム等に基
づき取組を推進。

「健康日本21（第２次）」も踏まえ、「適度な運
動」「適切な食生活」「禁煙・受動喫煙防止」「健
診・検診の受診」をテーマに、健康づくりに取り組
む企業・団体・自治体への支援や好事例（※）の横
展開や健康無関心層を含む国民への働きかけを行う
「スマート・ライフ・プロジェクト（ＳＬＰ）」を
推進。
（※）野菜摂取量増加に向けた地方自治体の取組な
ど地域の関係者が一体となって推進する取組

2017年度実績より、全保険者の特定健診・特定保
健指導の実施率を公表（2018年度から実施）。

地域の医師会等とも連携しながら特定健診・特定保
健指導の実施に取り組む好事例を横展開するなど、
まずは目標値（2023年：70％（特定健診）、45％
（特定保健指導））の早期達成を目指し、現状の分
析を踏まえつつ、特定健診・特定保健指導の実施率
の向上につながる効果的な方策等を検討。
また、好事例の横展開等により、保険者別の取組の
見える化を図る。
国保において、40～50歳代が特定健診を受診しや
すくなるよう、休日夜間の健診実施や40歳未満か
らの健診実施等の横展開を図る。

○かかりつけ医等と連携して
生活習慣病の重症化予防に取
り組む自治体、広域連合の数
【2020年度までに市町村：
1,500、広域連合：47】日本
健康会議から引用
⇒市町村：1,292（1,180、

1,003）（2019（2018、
2017））広域連合：
45(32,31) 2019（2018
年,2017年)）
○特定健診の実施率
【2023年度までに70％以
上】
⇒ 54.7%（53.1％、51.4%）
（2018年度（2017年度、
2016年度） ）

○特定保健指導の実施率
【2023年度までに45％以
上】
⇒ 23.2%（19.5％、18.8%）
（2018年度（2017年度、
2016年度））

○年間新規透析患者数
【2028年度までに
35,000人以下に減少】
⇒40,468人（2018年）

○糖尿病有病者の増加の
抑制
【2022年度までに1,000
万人以下】
⇒1,000万人（2016年
度）

糖尿病等の生活習慣病や透析の原因ともなる慢性腎臓病及び
認知症の予防に重点的に取り組む。糖尿病等の生活習慣病の
重症化予防に関して、県・国民健康保険団体連合会・医師会
が連携して進める埼玉県の取組など、先進・優良事例の横展
開の加速に向けて今後３年間で徹底して取り組む。
保険者努力支援制度において加減算双方向での評価指標の導
入などメリハリを強化するとともにその抜本的強化を図る。

40～50歳代の特定健診・がん検診受診率の向上に向けて、40
歳代に脳血管疾患や乳がんの罹患(りかん)率が急上昇すること
等についての特定健診対象者への注意喚起と受診促進（例え
ば、がん検診と特定健診の一体的実施等によるアクセシビリ
ティの向上、40歳時をターゲットとした効果的な受診勧奨な
どナッジの活用、40歳時の健診・検診の無料・低額化等）、
新たな技術を活用した血液検査など負荷の低い健診に向けた
健診内容の見直し・簡素化等について総合的に取り組む。

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

慢性腎疾患（ＣＫＤ）診療連携体制モデル事業を継
続実施。

糖尿病性腎症の患者であって、生活習慣の改善によ
り重症化の予防が期待される者に対して、医療保険
者が医療機関と連携した保健指導を実施する好事例
を横展開。

保険者インセンティブ制度の評価指標への追加など
インセンティブの一層の活用、戦略的な情報発信な
どによる後押しにより、先進・優良事例を横展開。

「受診率向上施策ハンドブック（第2版）」を活用
し、特定健診とがん検診の一体的実施など自治体の
先進事例の横展開を実施。

厚生労働科学研究において、新たな技術を活用した
血液検査など負荷の低い検査方法に関する検証を実
施。研究の進捗を踏まえ、2024年度からの特定健
診次期実施計画に向けて必要な検討を実施予定。

≪厚生労働省≫

モデル事業を踏ま
え、自治体等への
支援や好事例の横
展開を実施。

○スマート・ライフ・プロ
ジェクト（ＳＬＰ）参画企業
数
【2022年度までに3,000社以
上】
⇒4,182社（2019年度）

○スマート・ライフ・プロ
ジェクト（ＳＬＰ）参画団体
数
【2022年度までに7,000団体
以上】
⇒5,476団体（2019年度）

○メタボリックシンド
ロームの該当者及び予備
群の数
【2022年度までに2008
年度と比べて25％減少】
⇒13.7%減（0.9%増、
1.1%減）（2018年度
（2017年度、2016年
度））
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

3 認知症予防の推進及び認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供

通いの場（身体を動かす場等）の充実や認知
症カフェの増加に向けた取組の推進。

認知症予防に関する先進・優良事例を収集・
活用し、事例集等を作成。認知症対策イノ
ベーション基盤整備事業において、官民が連
携した予防ソリューションの開発を推進。

事例集等を全国に
横展開。

各認知症疾患医療センターと地域包括支援セ
ンター等との連携に向けた人員配置の取組を
引き続き推進。

相談機能の在り方
について検討。

検討結果に基づき
対応。

認知症の予防・治療法開発に資するデータ
ベースの構築と実用化について取り組む。

認知症初期集中支援チームや認知症地域支援
推進員の活動支援、認知症サポート医の養成
等の認知症高齢者等にやさしい地域づくりを
推進。

≪厚生労働省≫

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

○「日常生活自立度」が
Ⅱ以上に該当する認知症
高齢者の年齢階級別割合
【2018年度と比べて減
少】
⇒
65～69歳：1.7%
70～74歳：2.9%
75～79歳：7.1%
80～84歳：17.2%
85～89歳：32.2%
90歳以上：50.4%
（2019年度）

「認知症施策推進大綱」に基づき、「共生」を基盤として予
防に関するエビデンスの収集・評価・普及、研究開発などを
進めるとともに、早期発見・早期対応のため、循環型ネット
ワークにおける認知症疾患医療センターと地域包括支援セン
ター等との連携を一層推進するなど、施策を確実に実行す
る。

○認知症カフェ等を設置した
市町村【2020年度末までに
100％】⇒87.1%（ 2019年度
末)

○認知症サポーターの数
【2020年度末までに1,200万
人】⇒ 1,277万人（2020年9
月末)

○認知症サポート医の数
【2025年までに１.6万人】
⇒ 11,170人（2019年度末）

○介護予防に資する通いの場
への参加率【2020年度末まで
に６％】⇒5.7％（2018年
度）
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

4 がん対策の推進

ⅰ がんの早期発見と早期治療

胃がんをはじめとする感染も原因となるがんの検診の在り方
を含め、内容を不断に見直しつつ、膵がんをはじめとする早
期診断が困難ながんを含めて早期発見と早期治療につなげ
る。

がん検診受診率の向上のため、職域におけるがん検診実施状
況の把握方法を確立するとともに、がん検診と特定健診の一
体的実施等に取り組む。

受診率や有効性の向上のためのリスクに応じたがん検診の在
り方について検討する。

がんを早期発見し、早期治療に結びつけるた
め、より精度の高い検査方法に関する研究を
推進。
難治性がんについて、血液や唾液等による検
査などのより簡便で低侵襲な検査方法の開
発。

職域におけるがん検診の実態調査など、職域
におけるがん検診実施状況の把握方法の確立
に向けた取組を推進。

「がん検診のあり方に関する検討会」におけ
るとりまとめ（2019年度中予定）を踏まえ、
科学的根拠に基づいたがん検診を推進。

≪厚生労働省≫

○対策型検診で行われている
全てのがん種における検診受
診率
【2022年度までに50％以
上】
⇒胃がん（男）48.0％（女）
37.1％、肺がん（男）53.4％
（女）45.6％、大腸がん
（男）47.8％（女）40.9％、
子宮頸がん43.7％、乳がん
47.4％（2019年）

○精密検査受診率
【2022年度までに90％以
上】
⇒胃がん80.7％、肺がん
83.0％、大腸がん70.6％、子
宮頸がん75.4％、乳がん
87.8％（2016年度）

○がんの年齢調整死亡率
（75歳未満【2022年度
までに2017年度と比べ
て低下】⇒71.6人
（2018年）予

防
・
健
康
づ
く
り
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅱ がん対策の推進（がんの治療と就労の両立）

傷病休暇の導入や活用の促進により、がんの治療と就労を両
立させる。

「治療と仕事両立プラン」を活用した支援を
行う「がん患者の仕事と治療の両立支援モデ
ル事業」の成果を踏まえ、取組を拡大し、
個々の事情に応じた就労支援を行うための体
制整備。

企業等への相談対応、個別訪問指導、助成金
による制度導入支援。

働き方・休み方改善ポータルサイト等を通
じ、企業における傷病休暇等の取組事例を横
展開。

≪厚生労働省≫

○がん診療連携拠点病院にお
いて、「治療と仕事両立プラ
ン」等を活用して支援した就
労に関する相談件数
【2022年までに年間25,000
件】
⇒29,070件（2018年）

○仕事と治療の両立がで
きる環境と思う人の割合
【2025年度までに
40％】
⇒37.1％（2019年度）

り
の
推
進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

5 無関心層や健診の機会が少ない層への啓発

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

〇スマート・ライフ・プロ
ジェクト（ＳＬＰ）参画企業
数【2022年度までに3,000社
以上】⇒4,182社（2019年
度）
〇スマート・ライフ・プロ
ジェクト（ＳＬＰ）参画団体
数【2022年度までに7,000団
体以上】⇒5,476団体（2019
年度）
〇特定健診の実施率【2023年
度までに70％以上】⇒ 54.7%
（53.1％、51.4%）（2018年
度（2017年度、2016年度）
）
〇特定保健指導の実施率
【2023年度までに45％以
上】⇒ 23.2%（19.5％、
18.8%）（2018年度（2017年
度、2016年度））
〇対策型検診で行われている
全てのがん種における検診受
診率【2022年度までに50％
以上】 ⇒胃がん（男）48.0％
（女）37.1％、肺がん（男）
53.4％（女）45.6％、大腸が
ん（男）47.8％（女）
40.9％、子宮頸がん43.7％、
乳がん47.4％（2019年）
〇１日あたりの歩数
【2022年度までに
〇20～64歳:男性9,000歩、女
性8,500歩⇒男性7,864歩、女
性6,685歩（2019年度）
〇65歳以上:男性7,000歩、女
性6,000歩】⇒男性5,396歩、
女性4,656歩】
○産学官連携プロジェクト本
部の設置【2020年度中】⇒
2021年度に後ろ倒し

〇適正体重を維持してい
る者の増加（肥満（ＢＭ
Ｉ25以上）、やせ（ＢＭ
Ｉ18.5未満）の減少）
【2022年度までに
〇20～60歳代男性の肥
満者の割合28％
⇒35.1%(2019年度)
〇40～60歳代女性の肥
満者の割合19％
⇒22.5%(2019年度)
〇20歳代女性のやせの者
の割合20％】
⇒20.7%(2019年度)

〇がんの年齢調整死亡率
（75歳未満）【2022年
度までに2017年度と比
べて低下】⇒71.6人
（2018年）
〇年間新規透析患者数
【2028年度までに
35,000人以下に減少】⇒
40,468人（2018年）
〇糖尿病有病者の増加の
抑制
【2022年度までに1000
万人以下】⇒1,000万人
（2016年度）
〇メタボリックシンド
ロームの該当者及び予備
群の数
【2022年度までに2008
年度と比べて25％減少】
⇒13.7%減（0.9%増、
1.1%減）（2018年度
（2017年度、2016年
度））
○野菜摂取量の増加
【2022年度までに
350g】⇒280.5g(2019年
度)
○食塩摂取量の減少
【2022年度までに8g】
⇒10.1g(2019年度)

日本健康会議について、都道府県レベルでも開催の促進な
ど、多様な主体の連携により無関心層や健診の機会が少ない
層を含めた予防・健康づくりを社会全体で推進する。

産学官連携による推進体制を2020年度末までに整備し、自然
に健康になれる食環境づくりを推進する。

「健康日本21（第２次）」も踏まえ、「適度
な運動」「適切な食生活」「禁煙・受動喫煙
防止」「健診・検診の受診」をテーマに、健
康づくりに取り組む企業・団体・自治体への
支援や好事例の横展開や健康無関心層を含む
国民への働きかけを行う「スマート・ライ
フ・プロジェクト（ＳＬＰ）」を推進。

野菜摂取量増加に向けた取組等の横展開、民
間主導の健康な食事・食環境（スマート・
ミール）の認証制度等の普及支援など、自然
に健康になれる環境づくりを推進。

「栄養サミット2020」を契機に、産学官連携
プロジェクト本部を設置し、企業への参画の
働きかけを行う。

地域版の日本健康会議等、地域の予防・健康
づくりに関する会議体の運営・開催を支援。

≪厚生労働省≫
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

6

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

〇適正体重を維持している
者の増加（肥満（ＢＭＩ25
以上）、やせ（ＢＭＩ18.5
未満）の減少）
【2022年度までに
〇20～60歳代男性の肥満者
の割合28％
⇒35.1%(2019年度)
〇40～60歳代女性の肥満者
の割合19％
⇒22.5%(2019年度)
〇20歳代女性のやせの者の
割合20％】
⇒20.7%(2019年度)
〇がんの年齢調整死亡率
（75歳未満）【2022年度ま
でに2017年度と比べて低
下】⇒71.6人（2018年）
〇年間新規透析患者数
【2028年度までに35,000人
以下に減少】⇒40,468人
（2018年）
〇糖尿病有病者の増加の抑
制
【2022年度までに1000万人
以下】
⇒1,000万人（2016年度）
〇メタボリックシンドロー
ムの該当者及び予備群の数
【2022年度までに2008年度
と比べて25％減少】
⇒13.7%減（0.9%増、1.1%
減）（2018年度（2017年
度、2016年度））
○野菜摂取量の増加【2022
年度までに350g】
⇒280.5g(2019年度)
○食塩摂取量の減少【2022
年度までに8g】
⇒10.1g(2019年度)

医療・介護制度において、データの整備・分析を進め、保険
者機能を強化するとともに、科学的根拠に基づき施策を重点
化しつつ、予防・健康づくりに頑張った者が報われる制度を
整備する。

個人の自発的な予防・健康づくりの取組を推進するため、ヘ
ルスケアポイントなど個人のインセンティブ付与につながる
保険者の取組を支援し、先進・優良事例の横展開を図る。

保険者機能を強化するとともに、保険者イン
センティブ制度の加減算双方向での評価指標
による財政的インセンティブ及びナッジの活
用などにより、予防・健康づくりに頑張った
者が報われる仕組みを整備。

現状の分析を踏まえつつ「個人の予防・健康
づくりに向けたインセンティブを提供する取
組に係るガイドライン」の周知を行うほか、
2018年度から後期高齢者支援金の減算制度に
おいて、保険者による個人インセンティブ事
業を指標とし、取組を支援。

≪厚生労働省≫

予防・健康づくりに頑張った者が報われる制度の整備

○予防・健康づくりについ
て、一般住民を対象としたイ
ンセンティブを推進する自治
体、被用者保険者等の数
【2020年度までに市町村：
800市町村、被用者：600保
険者】
日本健康会議から引用

⇒市町村：1,024（823、
563）（2019年（2018年、
2017年））目標達成済

被用者：320（257、165）
（2019年（2018年、2017
年））
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

7

高齢者一人一人に対し、フレイルなどの心身の多様な課題に
対応したきめ細かな保健事業を行うため、運動、口腔、栄
養、社会参加などの観点から市町村における保健事業と介護
予防の一体的な実施を推進する。

高齢者の通いの場の活用など、介護予防の取組の更なる推進
に向け、介護保険制度の保険者機能強化推進交付金の抜本的
強化を図る。

医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図る
ための健康保険法等の一部を改正する法律
（2019年法律第９号）に基づき、保健事業と
介護予防の一体的な実施を着実に推進。

市町村を中心とした高齢者の保健事業と介護
予防の一体的かつ効率的な実施を促すため、
特別調整交付金を活用した支援を実施。

介護予防の取組の更なる推進に向けた介護保
険制度の保険者機能強化推進交付金の抜本的
強化について、関係審議会等における検討結
果を踏まえ、所要の措置を講ずる。
2021年度以降も、各指標の達成状況等を踏ま
え、必要に応じて見直しを行う。

≪厚生労働省≫

― ―

8 フレイル対策に資する食事摂取基準の活用

フレイル対策にも資する新たな食事摂取基準の活用を図ると
ともに、事業所、地方自治体等の多様な主体が参加した国民
全体の健康づくりの取組を各地域において一層推進する。

食事摂取基準（2020年版）の適用開始。（～
2024年）

食事摂取基準（2020年版）を活用したフレイ
ル予防の普及啓発ツールの周知・活用。

≪厚生労働省≫

○フレイル予防の普及啓発
ツールを活用した栄養に係る
事業を実施する市町村【2022
年度までに50％以上】⇒未把
握（2020年度末に把握予定）

○低栄養傾向（ＢＭＩ20
以下）の65歳以上の者の
割合の増加の抑制
【2022年度に22％以
下】
⇒16.8%(2019年度）

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

インセンティブの活用を含め介護予防・フレイル対策や生活習慣病等の疾病予防・重症化予防等を市町村が一体的に実施する仕組み
の検討
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

9 受動喫煙対策の推進

健康増進の観点から、受動喫煙対策を徹底する。

健康増進法の一部を改正する法律の全面施
行。

≪厚生労働省≫

○普及啓発等の受動喫煙対策に取
り組んでいる都道府県数
【47都道府県】⇒47都道府県
（2019年度）
○受動喫煙防止対策助成金を利用
した事業者数【2019年度に1,000
事業者】⇒2529件（458件、524
件）（2019年度（2018年度、
2017年度））
○受動喫煙防止対策に係る相談支
援を受けた事業者数
【2019年度に1,000事業者】⇒
3839件（1351件、1128件）
（2019年度（2018年度、2017年
度））

〇望まない受動喫煙のな
い社会の実現（2022年
度）
⇒※受動喫煙の機会を有
する者の割合
（a）行政機関4.1%
（b）医療機関2.9%
（c）職場26.1%
（d）家庭6.9%
（e）飲食店29.6%
（2019年度）
※「第３期がん対策基本
計画（平成30年３月９日
閣議決定）」や「健康日
本21（第２次）」におい
ても同様の目標を設定予

防
・
健
康
づ
く
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

10 歯科口腔保健の充実と歯科保健医療の充実

口腔の健康は全身の健康にもつながることからエビデンスの
信頼性を向上させつつ、国民への適切な情報提供、生涯を通
じた歯科健診、フレイル対策にもつながる歯科医師、歯科衛
生士による口腔健康管理など歯科口腔保健の充実、入院患者
等への口腔機能管理などの医科歯科連携に加え、介護、障害
福祉関係機関との連携を含む歯科保健医療提供体制の構築に
取り組む。

口腔の健康と全身の健康に関するエビデンス
や自治体が歯科口腔保健医療施策を効果的に
行うために有用な情報等の収集を行い、適切
な情報提供を行う。

歯科健診や歯科保健指導を効果的・効率的に
実施するためのモデルとなる取組の提示等を
行う。

「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」
の中間評価等を踏まえ、ワーキンググループ
において、歯周病等の歯科疾患対策につい
て、効果的な予防対策等の検討を行う。

う蝕予防、歯周病予防、口腔機能低下予防等
を含めた歯科疾患の効果的な一次予防のモデ
ルの検討等を行う。
後期高齢者医療広域連合が実施する高齢者の
特性を踏まえた歯科健診の実施支援。

≪厚生労働省≫

○歯科口腔保健の推進に関す
る条例を制定している都道府
県の増加【2022年度までに
47都道府県】
⇒45都道府県（43都道府県）
（2019年（2017年））

○過去１年間に歯科検診を受
診した者の割合【2022年度ま
でに65％】
⇒52.9％（47.8％）（2016年
（2012年））

○80歳で20歯以上自分
の歯を有する者の割合
【2022年度までに60％
以上】
⇒51.2％（40.2％）
（2016年（2011年））

○60歳代における咀嚼良
好者の割合の増加
【2022年度までに80％
以上】
⇒71.5％（76.2％、
72.6％ ）（2019年
（2017年、2015年））

○40歳代、60歳代にお
ける進行した歯周炎を有
する者の割合の減少
【2022年度までに40歳
代25％以下、60歳代
45％以下】
⇒40歳代：44.7％
（27.9％）（2016年
（2011年））
⇒60歳代：62.0％
（51.6％）（2016年
（2011年））

り
の
推
進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

11 生涯を通じた女性の健康支援の強化

生涯を通じた女性の健康支援の強化に取り組む。

女性の健康支援に関し、調査研究を進め、必
要な情報を広く周知・啓発。

2019年度に開始した特定妊婦等に対する産科
受診等支援を踏まえ、女性健康支援センター
を通じた支援を引き続き行う。

2019年度に改定したガイドラインを踏まえ、
子育て世代包括支援センターを通じた支援を
引き続き行う。

健やか親子２１（第２次）中間評価。

「がん検診のあり方に関する検討会」におけ
るとりまとめ（2019年度中予定）を踏まえ、
科学的根拠に基づいたがん検診を推進。

効果的な個別勧奨の手法の普及など、女性の
がん検診受診率向上に向けた取組を推進。

≪厚生労働省≫

○妊娠届出時にアンケートを
実施する等して、妊婦の身体
的・精神的・社会的状況につ
いて把握している市区町村の
割合
【2024年度に100％】
⇒98.0％（97.1%）（2017年
（2016年））

○骨粗鬆症検診の受診率
【2017年度を基準に上昇】⇒
5.5%(5.4%)(2018年度(2017年
度))

○子宮頸がん検診、乳がん検
診の受診率【2022年度までに
50％以上】
⇒子宮頸がん43.7％、乳がん
47.4％（2019年）

○妊娠中の喫煙率・飲酒
率【2024年度に０％】
⇒（喫煙率）2.7％
（2.9％）（2017年
（2016年））、（飲酒
率）1.2％（1.3%）
（2017年（2016年） ）

○足腰に痛みのある女性
高齢者の割合の減少
【2022年度までに1,000
人当たり260人】⇒
1,000人当たり255人
（2019年度）

○子宮頸がんや乳がんを
含めたがんの年齢調整死
亡率（75歳未満）
【2022年度までに2017
年度と比べて低下】
⇒71.6人（2018年）

○妊娠・出産について満
足している者の割合
【2024年度までに
85.0％】
⇒82.8％(81.1％) (2017
年(2016年))

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

12 乳幼児期・学童期の健康情報の一元的活用の検討　

乳幼児期・学童期の健康情報の一元的活用の検討などに取り
組む。

市町村におけるシステム改修及び乳幼児健診
情報と学校健診情報の連携・利活用方法の研
究を進める。乳幼児健診の受診の有無等を電
子化した情報について、転居時に市町村間で
引き継がれる仕組みを開始し、また、マイナ
ポータルを活用し、乳幼児健診、妊婦健診、
予防接種等の個人の健康情報歴を一元的に確
認できる仕組みを開始する。

≪厚生労働省≫

○乳幼児健診にマイナンバー
制度の情報連携を活用してい
る市町村数【増加（2020年6
月以降の数値を踏まえて検
討）】
⇒2020年６月より運用開始の
ため未把握。調査方法等は今
後検討。

○マイナポータルを通じて乳
幼児健診等の健診情報を住民
へ提供している市町村数【増
加（2020年6月以降の数値を
踏まえて検討）】
⇒2020年６月より運用開始の
ため未把握。調査方法等は今
後検討。

○乳幼児健康診査の未受
診率【2024年度までに
３～５か月児が2.0％、
１歳６か月児が3.0％、
３歳児が3.0％ 】
⇒（（3～5ヶ月児）
4.5％（4.4％）、（1歳
6ヶ月児）3.8％
（3.6％）、（3歳児）
4.8％（4.9％）（2017年
(2016年））

○むし歯のない３歳児の
割合【2024年度までに
90.0％】
⇒85.6％（84.2％）
（2017年(2016年））

○全出生数中の低出生体
重児の割合【平成28年度
の9.4％に比べて減少】
⇒9.4％（9.4％）（2017
年(2016年））

13

生まれてから学校、職場など生涯にわたる健診・検診情報の
予防等への分析・活用を推進する。

PHR推進に向け、健診・検診情報の予防等へ
の分析・活用のために必要な取組を整理し、
2020年夏までに工程化する。

○ＰＨＲ推進に向けた健診・
検診情報の分析・活用のため
に必要な取組を整理
【2020年夏までに工程化】

○健診・検診情報を標準
化された形でデジタル化
し、PHRとして活用。
【2022年度を目途に達
成】

PHR推進を通じた健診・検診情報の予防への分析・活用

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

工程表に沿った対応
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

14 アレルギー疾患の重症化予防と症状の軽減に向けた対策の推進　

アレルギー疾患の重症化予防と症状の軽減に向けた対策を推
進する。

アレルギー疾患の状態に応じた適切なアレル
ギー疾患医療を受けることができるよう、各
都道府県におけるアレルギー疾患医療提供体
制の整備を推進。

免疫アレルギー研究10か年戦略に基づく重症
化予防と症状の軽減に向けた研究を推進。

≪厚生労働省≫

○都道府県アレルギー疾患医
療拠点病院を設置した都道府
県数
【2021年度までに47都道府
県】
⇒33都道府県（2019年度）

○都道府県が実施する患者市
民への啓発事業及び医療従事
者等への研修事業を実施した
都道府県数
【2021年度までに47都道府
県】
⇒33都道府県（2019年度）

○中心拠点病院での研修に参
加した累積医師数
【2021年度までに100人】
⇒42人（2019年度）

○食物によるアナフィラ
キシーショック死亡者数
ゼロ【2028年度まで】
⇒１人（2019年度）

予
防
・
健
康
づ
く
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

15 健康サポート薬局の取組の推進　

一般用医薬品等の普及などによりセルフメディケーションを
進めていく中で、健康サポート薬局についても、その効果を
検証しつつ取組を進める。

「健康サポート薬局」の普及・推進のため、
趣旨や考え方について、「薬と健康の週間」
など、様々な機会を通じて、国民、自治体や
薬局関係団体に向けて周知。

健康サポート薬局の要件として薬剤師の受講
が求められている研修プログラムにおいて、
生活習慣病等の内容の充実を引き続き検討。

健康サポート薬局の取組状況・効果や関連法
令の改正を踏まえ、必要に応じて制度を見直
し。

≪厚生労働省≫

〇国及び都道府県等による健
康サポート薬局の周知活動の
実施回数
【各実施主体において年１回
以上】
⇒48回（2019年度）

〇健康サポート薬局の届出数
【2021年度までに2018年度
と比べて50％増加】
⇒2,070件（1,355件、879
件）（2019年度（2018年
度、2017年度））

○糖尿病有病者の増加の
抑制【2022年度までに
1,000万人以下】⇒1,000
万人（2016年度）

○メタボリックシンド
ロームの該当者及び予備
群の数
【2022年度までに2008
年度と比べて25％減少】
⇒13.7%減（0.9%増、
1.1%減）（2018年度
（2017年度、2016年
度））

○適正体重を維持してい
る者の増加（肥満（ＢＭ
Ｉ25以上）、やせ（ＢＭ
Ｉ18.5未満）の減少）
【2022年度までに
〇20～60歳代男性の肥
満者の割合28％
⇒35.1%(2019年度)
〇40～60歳代女性の肥
満者の割合19％
⇒22.5%(2019年度)
〇20歳代女性のやせの者
の割合20％
⇒20.7%(2019年度)
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

16 アルコール・薬物・ギャンブル等・ゲームの依存症対策の推進

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症対策について、引
き続き、相談・治療体制の整備や民間団体への支援等に取り
組む。

ゲーム依存症については、実態調査の結果等を踏まえて必要
な対策に取り組む。

アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症に
ついては、未設置自治体へのヒアリング実施
や研修の充実を図るなどして、都道府県等に
おける相談拠点機関・専門医療機関・治療拠
点機関の整備を行うほか、地域における関係
機関の連携強化や民間団体への支援等を推進
する。

ゲーム依存症については、実態調査の結果等
を踏まえ、正しい知識の啓発、人材育成、相
談体制の整備などについて検討する。

≪厚生労働省≫

○都道府県・指定都市におけ
る相談拠点・専門医療機関・
治療拠点機関の設置又は選定
数
【2020年度までに67自治
体】
⇒相談拠点
薬物62（46、39）自治体、
ギャンブル等依存症67（50、
42）自治体
⇒専門医療機関
アルコール64（52、34）自
治体、薬物56（39、26）自
治体、ギャンブル等依存症61
（42、24）自治体
⇒治療拠点機関
アルコール：55（41、25）
自治体、薬物46（30、19）
自治体、ギャンブル等依存症
50（32、18）自治体（2020
年度見込（2019年度、2019
年8月末））

○精神保健福祉センター及び
保健所の相談件数【2016年度
と比較して増加】
⇒アルコール21,228件
（20,305件、21,777件）、薬
物8,801件（7,359件、8,635
件）（2018年（2017年、
2016年））

○１日当たりの純アル
コール摂取量が男性40g
以上、女性20g以上の者
の割合
【2020年度までに男性
13％、女性6.4％以下】
⇒男性15％、女性8.7％
（2018年）
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

17 予防・健康づくりへの取組やデータヘルス、保健事業について、多様・包括的な民間委託を推進　

予防・健康づくりへの取組やデータヘルス、保健事業につい
て、多様・包括的な民間委託を推進し、サービスの質と効率
性を高めていく。

予防･健康づくりへの取組やデータヘルス、保
健事業について、質の高いサービスの提供や
効率性を高めるための、多様・包括的な民間
委託を推進。

医療機関と保険者・民間事業者等が連携した
医学的管理と運動・栄養等のプログラムを一
体的に提供する仕組みの検討。

≪厚生労働省≫

○保険者からの推薦等一定の
基準を満たすヘルスケア事業
者数
【2020年度までに100社以
上】
日本健康会議から引用
⇒124（123、102）（2019
年（2018年、2017年））
目標達成済み

18 企業による保険者との連携を通じた健康経営の促進

産業医・産業保健機能の強化や健康経営を支えるサービスの
活用促進を図りつつ、企業が保険者との連携を通じて健康経
営を促進し、予防・健康づくりの推進における先進・優良事
例の全国展開を図る。

健康スコアリングレポートの見方や活用方法
等を示した実践的なガイドラインの活用等に
より、企業が保険者との連携を通じて健康経
営を促進し、予防・健康づくりの推進におけ
る先進・優良事例を全国展開。

全保険者種別で健康スコアリングレポート
（保険者単位）で実施。

≪厚生労働省≫

健康保険組合、国
家公務員共済組合
において、健康ス
コアリングレポー
ト(事業主単位)で実
施。

○健康保険組合等保険者と連
携して健康経営に取り組む企
業数
【2020年度までに500社以
上】
日本健康会議から引用⇒
1,476（818、539）（2019年
（2018年、2017年））
目標達成済み

○協会けんぽ等保険者や商工
会議所等のサポートを得て健
康宣言等に取り組む企業数
【2020年度までに３万社以
上】
日本健康会議から引用⇒
51,126（35,196、23,074）
（2019年（2018年、2017
年）
目標達成済み

○糖尿病有病者の増加の
抑制
【2022年度までに1,000
万人以下】⇒1,000万人
（2016年度）

○メタボリックシンド
ロームの該当者及び予備
群の数
【2022年度までに2008
年度と比べて25％減少】
⇒13.7%減（0.9%増、
1.1%減）（2018年度
（2017年度、2016年
度））
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

19

保険者努力支援制度の評価指標への追加などインセンティブ
の一層の活用、戦略的な情報発信などによる後押しにより、
先進・優良事例の横展開を促進する。

保険者努力支援制度において加減算双方向での評価指標の導
入などメリハリを強化するとともにその抜本的強化を図る。

インセンティブの評価指標（例えば、糖尿病等の重症化予防
事業）について、アウトカム指標の割合を計画的に引き上げ
ていくとともに、引上げスケジュールをあらかじめ明らかに
し、保険者等の計画的な取組を促す。インセンティブ付与に
当たっては、健診情報やレセプトを活用した多剤・重複投薬
の是正や糖尿病等の重症化予防、保険者間でのデータ連携・
解析等に取り組む保険者を重点的に評価する。

保険者インセンティブ制度の加減算双方向で
の評価指標による財政的インセンティブの一
層の活用、戦略的な情報発信などによる後押
しにより、先進・優良事例の横展開を促進。

効率的・効果的なデータヘルスの普及に向
け、評価指標や保健事業の標準化を検討。

保険者努力支援制度については、2021年度以
降も加減算双方向での評価指標による財政的
インセンティブを一層活用するとともに、
「見える化」を促進する観点から市町村ごと
の点数獲得状況を指標ごとに公表する。

国民健康保険における取組に加えて、後期高
齢者医療や被用者保険等その他の各医療保険
制度においても、評価指標や各保険者の取組
状況等について、保険者等にとって活用しや
すい形で見える化を進める。

後期高齢者支援金の加減算制度については、
2021年度からの中間見直しの実施に向けて、
各評価指標や配点について、成果指標の導入
拡大や配分基準のメリハリの強化、また重点
的に評価する項目の見直し等を検討する。

≪厚生労働省≫

○かかりつけ医等と連携して生
活習慣病の重症化予防に取り組
む自治体、広域連合の数【2020
年度までに市町村：1,500、広域
連合：47】日本健康会議から引
用⇒市町村：1,292（1,180、
1,003）（2019年（2018年、
2017年））広域連合：
45(32,31) 2019年（2018
年,2017年)）

○レセプトの請求情報を活用し、
被保険者の全体像を把握した上
で、特定健診未受診者層や未治
療者、治療中断者、治療中の者
から事業対象者を抽出している
自治体数【増加】
⇒自治体：1,384（2019年）

○アウトカム指標を用いて事業評
価を実施している自治体数【増
加】
⇒自治体：1,329（2019年）

○適正体重を維持してい
る者の増加（肥満（ＢＭ
Ｉ25以上）、やせ（ＢＭ
Ｉ18.5未満）の減少）
【2022年度までに
〇20～60歳代男性の肥
満者の割合28％
⇒35.1%(2019年度)
〇40～60歳代女性の肥
満者の割合19％
⇒22.5%(2019年度)
〇20歳代女性のやせの者
の割合20％】
⇒20.7%(2019年度)
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保険者努力支援制度の評価指標への追加などインセンティブの一層の活用等

38



2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層
取組事項

実施年度 ＫＰＩ

20 認知症、がんゲノム医療等の社会的課題解決に資する研究開発や実装　

認知症、がんゲノム医療等の社会的課題解決に資する研究開
発や実装に向けて、既存施策との整合性を図りつつ、政府に
おいて優先順位を付け、それを基に予算を重点的に配分する
とともに中長期の事業規模を明らかにして推進する。

認知症の危険因子、防御因子を特定し、病態
を解明する大規模コホート研究の実施。

有効な認知症予防、診断・治療法の研究・開
発を推進。

がんゲノム医療中核拠点病院等の整備を行う
とともに、遺伝子パネル検査の実施施設を拡
大。

がんゲノム情報管理センターの整備を行うと
ともに、がんゲノム情報管理センターでゲノ
ム情報や臨床情報を集約・整備し、産学官の
研究者による革新的医薬品や診断技術などの
開発を推進。

≪厚生労働省≫

○全国的な情報登録システム
（オレンジレジストリ）への
発症前も含めた認知症進行段
階ごとにおける症例等の登録
合計件数【2020年度までに合
計１万件】
⇒合計19,718件（2020年6月
時点）

○がんゲノム医療中核拠点病
院又はがんゲノム医療拠点病
院のいずれかを設置した都道
府県数
【2020年度までに30都道府
県】
⇒26都道府県（2019年度）

○2025年までに、認知
症の診断・治療効果に資
するバイオマーカーの確
立（臨床試験取得３件以
上）⇒バイオマーカー
POC1件（2020年10月時
点）

日本発の認知症の疾患修
飾薬候補の治験開始⇒治
験開始1件（2020年10月
時点）

○がんの年齢調整死亡率
（75歳未満）【2022年
度までに2017年度と比
べて低下】
⇒71.6人（2018年）

21 ゲノム医療の推進　

ゲノム情報が国内に蓄積する仕組みの整備及び、がんの克服
を目指した全ゲノム解析等を活用するがんの創薬・個別化医
療、全ゲノム解析等による難病の早期診断に向けた研究等を
推進する。

全ゲノム解析の推進
2019年内目途に策定予定の実行計画を踏ま
え、人材育成・体制整備を推進する。

≪厚生労働省≫

【2019年内目途に策定予定の
実行計画に基づき対応】
⇒検討会等の議論を踏まえ、
実行計画（第１版）に基づ
き、引き続き推進する

【2019年内目途に策定
予定の実行計画に基づき
対応】
⇒検討会等の議論を踏ま
え、実行計画（第１版）
に基づき、引き続き推進
する

予
防
・
健
康
づ
く
り
の
推
進

39



2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

22 勤労者皆保険制度（被用者保険の更なる適用拡大）の実現を目指した検討　

高齢者、女性をはじめとして多様な就労・社会参加を促進す
るため、勤労者が広く被用者保険でカバーされる勤労者皆保
険制度（被用者保険の更なる適用拡大）の実現を目指して検
討を行う。
短時間労働者に対する厚生年金保険及び健康保険の適用範囲
について、これまでの被用者保険の適用拡大及びそれが労働
者の就業行動に与えた影響についての効果検証を行いつつ、
法案提出も含めた必要な措置を講ずる。
また、多様で柔軟な働き方を支援するため、就業調整の是正
に向けた環境整備を進める。

50人超規模の企業まで被用者保険の適用範囲
を拡大する。
スケジュールについては、2024年10月に50
人超規模の企業まで適用することとし、その
施行までの間にも、できるだけ多くの労働者
の保障を充実させるため、2022年10月に100
人超規模の企業までは適用することを基本と
する。
短時間労働者への適用要件のうち、１年以上の勤
務期間要件は、実務上の取扱いの現状も踏まえて
撤廃し、フルタイムの被保険者と同様の２ヶ月超の
要件を適用する。
また、５人以上の個人事業所のうち、弁護士・税理
士・社会保険労務士等の法律・会計事務を取り扱
う士業について、適用業種に追加する。
以上を踏まえて、法制上の措置を講ずる。
また、就業調整の是正に向けた環境整備について
は、2016年10月に施行された適用拡大では、社
会保険加入のメリット等を企業が従業員に丁寧に
説明し、理解いただくことが重要であったことから、
更なる適用拡大も見据えて、労働者本人への周
知・企業から従業員への説明支援のための取組を
行う。

≪厚生労働省≫

― ―

多
様
な
就
労
・
社
会
参
加

２-２ 多様な就労・社会参加

ＫＰＩ実施年度

取組事項

生涯現役社会を目指し、高齢者、女性をはじめとして多様な就労・社会参加を促進するため、働き方の多様化に応じた年金受給開始時期の選択肢の拡大、被用者保険

の適用拡大について検討を進めるとともに、元気で働く意欲のある高齢者の雇用機会の更なる拡大に向けた環境を整備する。
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

ＫＰＩ実施年度

取組事項

23 高齢期における職業生活の多様性に応じた公的年金制度の整備　

高齢期における職業生活の多様性に応じた一人一人の状況を
踏まえた年金受給の在り方について、高齢者雇用の動向、年
金財政や再分配機能に与える影響、公平性等に留意した上
で、繰下げ制度の柔軟化を図るとともに、就労意欲を阻害し
ない観点から、将来的な制度の廃止も展望しつつ在職老齢年
金の在り方等を検討し、社会保障審議会での議論を経て、速
やかに制度の見直しを行う。また、老後の生活設計の選択を
支援するため、随時ねんきん定期便等の記載を見直す。

60歳から70歳まで自分で選択可能となってい
る年金受給開始の時期について、その上限を
75歳に引き上げる。これに併せて、繰上げ・
繰下げの増減率を、年金財政への中立を基本
に最新の生命表等に応じたものに見直す。
60～64歳に支給される特別支給の老齢厚生年
金を対象とした在職老齢年金（低在老）につ
いては、就労に与える影響が一定程度確認さ
れているという観点、2030年度まで支給開始
年齢の引上げが続く女性の就労を支援すると
いう観点、また、制度を分かりやすくする観
点から、現行の28万円から65歳以上の在職老
齢年金制度（高在老）と同じ47万円の基準に
合わせる。
併せて、就労期間を延伸して長期化する高齢
期の経済基盤を拡充すべく、65歳以上の者の
老齢厚生年金について、在職中から年金額の
改定を毎年行い早期に年金額を増額させる在
職定時改定を導入する。以上を踏まえて、法
制上の措置を講ずる。
老後の生活設計の選択を支援するため、ねん
きん定期便等において、年金受給を繰り下げ
た場合の金額を表示すること等により、分か
りやすい情報提供を推進する。

≪厚生労働省≫

― ―

多
様
な
就
労
・
社
会
参
加
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

24 元気で働く意欲のある高齢者を介護・保育等の専門職の周辺業務において育成・雇用する取組を全国に展開　

既存の施策を含め地方自治体への財政的インセンティブを活
用し、元気で働く意欲のある高齢者を介護・保育等の専門職
の周辺業務において育成・雇用する取組を全国に展開する。

2019年度の検討結果に基づき、多様な人材の
活用を推進するために必要な取組を実施。

≪厚生労働省≫

― ―

25 子ども・子育てについて、効果的・効率的な支援とするための優先順位付けも含めた見直し　

子ども・子育てについて、全世代型社会保障の実現に向けて
充実・強化を図る中においても、効果的・効率的な支援とし
ていくことが重要であり、優先順位付けも含めた見直しを行
う。

教育・保育給付費の基礎となる公定価格につ
いて、子ども・子育て会議における議論も踏
まえ、経営実態や収益性などの観点から、そ
のあり方について必要な検討を加え、予算に
その内容を反映する。

児童手当制度について、世帯所得の稼得者に
ついて制度創設時から大きな変化が生じてい
ることや、児童手当法の一部を改正する法律
（平成24年法律第24号）の附則検討規定を踏
まえ、子ども・子育て支援の充実策の検討と
もあわせつつ、児童手当（本則給付）が支給
されるか否かの判定基準である所得の範囲に
ついて、世帯合算で判断するための見直し
や、特例給付について、そのあり方を検証
し、見直しを検討し、予算にその内容を反映
する。

≪厚生労働省・内閣府≫

― ―

２-３ 医療・福祉サービス改革

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

医
療
・
福
祉
サ

ｰ

ビ
ス
改
革

持続可能な社会保障制度の実現に向け、医療・介護提供体制の効率化を促進するとともに、医療・介護サービスの生産性向上を図るため、地域医療構想に示された病床の機

能分化・連携や介護医療院への移行等を着実に進めるとともに、人口減少の中にあって少ない人手で効率的なサービスが提供できるよう、ＡＩの実装、ロボット・ＩｏＴ・センサーの

活用、データヘルスの推進など、テクノロジーの徹底活用を図る。これらにより、一人当たり医療費の地域差半減、介護費の地域差縮減を目指す。
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

26 人生の最終段階における医療・ケアの在り方等について(人生会議などの取組の推進)

人生の最終段階における医療・ケアの在り方等について、人
生会議などの取組を推進する。

人生会議の取組を全国に広げるため、各種イ
ベントやツールを活用し、国民に対して、普
及・啓発を進める。また、医療関係者等が人
生の最終段階における医療・ケアの相談に対
応出来るよう、研修を実施する。

≪厚生労働省≫

○「人生会議（ ACP: アド
バンス・ケア・プランニン
グ）国民向け普及啓発事
業」の集客数【2020年度
に15,000人以上】
⇒22,980人（2019年度）
〇「人生の最終段階におけ
る医療・ケアに関する患者
本人等の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育
成する研修」の実施回数
【2020年度に12回以上】
⇒16回（2019年度）

27 在宅看取りの好事例の横展開

在宅看取りの好事例の横展開を行う。
在宅看取りの好事例の整理及び各種研修等を
通じた横展開。

≪厚生労働省≫

○「人生の最終段階におけ
る医療・ケアに関する患者
本人等の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育
成する研修」の参加人数
【2020年度に960人以上】
⇒1,343人（2019年度）

医
療
・
福
祉
サ

ｰ

ビ
ス
改

○「人生の最終段階におけ
る医療・ケアに関する患者
本人等の相談に適切に対応
できる医療・介護人材を育
成する研修」参加者が所属
する医療機関等の実数
【2020年度に300機関以
上】
⇒358機関（2019年度）
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

28

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしを
することができるよう、引き続き、精神障害にも対応した地
域包括ケアシステムの構築を進める。

障害福祉計画に基づき、地域の関係機関の重
層的な連携による支援体制の構築、サービス
基盤の整備などを推進する。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築推進・構築支援事業において、新たに
構築推進サポーター事業、精神医療相談事業
及び医療機関における他職種連携及び地域に
おける居住の確保等による継続的な地域生活
支援モデル事業を実施する。
≪厚生労働省≫

○「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステムの構
築推進事業」の実施自治体
数【2021年度までに150自
治体】⇒96自治体(75、49
自治体)（2020年度
(2019、2018年度)）

○「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステムの構
築推進事業」において実施
している事業総数【2021
年度までに1,500事業】⇒
418事業(291、204事業)
（2020年度(2019、2018
年度)）

○精神障害者の精神病床か
ら退院後１年以内の地域で
の平均生活日数【2019年
度の公表値316日から増
加】

改
革

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

29 地域医療構想の実現

ⅰ 地域医療構想の実現に向けた病床の機能分化・連携の取組を促進する

医
療
・
福
祉
サ

ｰ

ビ
ス
改
革

地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に
係る具体的対応方針について、診療実績データの分析を行
い、具体的対応方針の内容が、民間医療機関では担えない機
能に重点化され、2025年において達成すべき医療機能の再
編、病床数等の適正化に沿ったものとなるよう、重点対象区
域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行うととも
に、適切な基準を新たに設定した上で原則として2019年度
中（※）に対応方針の見直しを求める。
民間医療機関についても、2025年における地域医療構想の
実現に沿ったものとなるよう対応方針の策定を改めて求める
とともに、地域医療構想調整会議における議論を促す。
こうした取組によっても病床の機能分化・連携が進まない場
合には、2020年度に実効性のある新たな都道府県知事の権
限の在り方について検討し、できる限り早期に所要の措置を
講ずる。
地域医療介護総合確保基金の配分（基金創設前から存在して
いる事業も含む）における大幅なメリハリ付けの仕組みや国
が主導する実効的なＰＤＣＡサイクルを構築する
病床の転換や介護医療院への移行等が着実に進むよう、地域
医療介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基
本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策
の効果・コストの検証を行い、必要な対応を検討する。
※医療機関の再編統合を伴う場合については、遅くとも
2020年秋ごろまで。

・重点支援区域の設定を通じた国による助言
や集中的な支援の実施。
・民間医療機関の対応方針策定の促進のため
の方策の議論に着手。
・地域医療介護総合確保基金の配分における
大幅なメリハリ付けの仕組みの検討、実施。
・公立・公的医療機関等の対応方針の見直し
等の取組によっても病床の機能分化・連携が
進まない場合の新たな都道府県知事の権限の
在り方の検討、所要の措置。

以上の事項について、「経済財政運営と改革
の基本方針2020（仮）」に向け、工程表の具
体化を図る。

≪厚生労働省≫

○地域医療構想の2025年
における医療機能別（高度
急性期、急性期、回復期、
慢性期）の必要病床数を達
成するために増減すべき病
床数に対する実際に増減さ
れた病床数の割合【2025
年度に100％】【Ｐ】

○介護療養病床の第７期介
護保険事業計画に沿った
サービス量進捗状況と、第
８期計画期初に見込まれる
期末時点でのサービス減量
【2020年度末に100％】⇒
70.8％（ 2019年度）

〇地域医療構想調整会議に
おいて具体的対応方針につ
いて合意に至った医療施設
の病床の割合【「経済財政
運営と改革の基本方針
2020（仮）」に向け、工
程表の具体化を図ることと
しており、その結果を踏ま
えて指標を改めて設定】
【Ｐ】

○公立病院改革プランまた
は公的医療機関等2025プ
ラン対象病院で、再検証要
請対象医療機関とされた医
療施設のうち、地域医療構
想調整会議において具体的
対応方針について再度合意
に至った医療施設の病床の
割合【「経済財政運営と改
革の基本方針2020
（仮）」に向け、工程表の
具体化を図ることとしてお
り、その結果を踏まえて指
標を改めて設定】【Ｐ】

骨太の方針2020

に向け具体化
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅱ 病床のダウンサイジング支援の追加的方策を検討

病床の転換や介護医療院への移行などが着実に進むよう、地
域医療介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院
基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方
策の効果・コストの検証を行い、必要な対応を検討するとと
もに、真に地域医療構想の実現に資するものとする観点から
必要な場合には、消費税財源を活用した病床のダウンサイジ
ング支援の追加的方策を講ずる。

地域医療介護総合確保基金の活用状況の検証
結果を踏まえ、病床のダウンサイジング支援
の追加的方策について検討し、その結果に基
づき所要の措置を講じる。

2019年度末までに介護療養型医療施設及び医
療療養病床からの転換状況を把握した上で、
転換が進んでいない場合には、その原因の検
証を実施。その結果を踏まえ、関係審議会等
において、第８期計画期間に向けて検討し、
その結果に基づき所要の措置を講じる。

病床の機能分化・強化・連携を推進し、患者
の状態に応じて適切な医療資源が投入される
よう、一般病棟における重症度、医療・看護
必要度の基準の見直しや療養病棟の適切な評
価について、2020年度診療報酬改定において
対応。

≪厚生労働省≫

― ―

医
療
・
福
祉
サ
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

30 高額医療機器の効率的な配置等を促進

高額医療機器について、共同利用の一層の推進など効率的な
配置を促進する方策を講じる。また、これに伴う稼働率の向
上を促進する方策を検討する。

全ての都道府県において医療計画に基づく医
療機器等の効率的な活用を促進に関する事項
を盛り込んだ医療計画を策定し、地域ごとに
関係者による外来医療提供体制の確保に関す
る協議の場を設け、医療機器等の効率的な活
用に関する協議を行い、その結果を公表。
各医療機関は、所属都道府県において作成さ
れた医療計画に沿って、共同利用申請書を都
道府県に提出。
高額医療機器の共同利用の推進を図るため、
2020年度診療報酬改定において、対象となる
高額医療機器の範囲を拡大。

≪厚生労働省≫

共同利用計画策定
の件数を含めた状
況を把握するとと
もに、共同利用計
画策定が十分に進
まない場合には、
更なる実効的な措
置を速やかに検討
し、その結果に基
づき必要な措置を
講ずる。

○医療機器等の効率的な活
用の促進に関する事項を盛
り込んだ医療計画を作成し
た都道府県数
【2020年度までに47都道
府県】
⇒46都道府県 (2020年４月
時点)

各都道府県が作成した医療
計画に沿って、医療設備・
機器等の共同利用計画を策
定した医療機関【1000件
以上】
⇒ 104件(2020年４月～９
月)

ｰ

ビ
ス
改
革
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

31 将来的な医学部定員の減員に向け、医師養成数の方針について検討

2022年度以降については、定期的に医師需給推計を行った
上で、働き方改革や医師偏在の状況等に配慮しつつ、将来的
な医学部定員の減員に向け、医師養成数の方針について検討
する。

2022年度以降の医学部定員の方針を決定す
る。

≪厚生労働省≫

― ―

32 医師の働き方改革について検討

医師の働き方改革について、地域医療の提供への影響等を検
証しながら、検討を進める。

「医師の働き方改革に関する検討会」の議論
を踏まえ、時間外労働の上限規制に係る制度
上の必要な措置を講ずるとともに、上限規制
が適用される予定の2024年４月１日に向け
て、医師の労働時間の短縮のための各種勤務
環境改善策の推進等の総合的な取組を実施。

タスク・シフティング等の勤務環境改善の先
進的な取組を行う医療機関への支援を実施。

医療勤務環境改善支援センターにおいて、労
務管理等の専門家による医療機関の訪問支援
等を実施。

≪厚生労働省≫

― ―

医
療
・
福
祉
サ

ｰ

ビ
ス
改
革
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

33

ⅰ

一人当たり医療費の地域差半減、一人当たり介護費の地域差
縮減に向けて、国とともに都道府県が積極的な役割を果たし
つつ、後期高齢者の増加に伴う医療費の伸びを含め、地域別
の取組や成果について進捗管理・見える化を行うとともに、
進捗の遅れている地域の要因を分析し、保険者機能の一層の
強化を含め、更なる対応を検討する。

各都道府県において、第３期医療費適正化計
画（2018年度から2023年度まで）に基づ
き、医療費適正化の取組を推進するととも
に、毎年度ＰＤＣＡ管理を実施。

新たな保険者インセンティブ制度（2018年度
より開始）を実施しつつ、加減算双方向での
評価指標による財政的インセンティブの一層
の活用。（地域別の取組については、第３期
医療費適正化計画や保険者努力支援制度等で
見える化）

改正介護保険法に基づく、保険者等における
以下の取組等について、費用分析や適正化手
法を普及することに加え、進捗管理の手引を
周知し、推進。
　ー介護保険事業（支援）計画の策定に当た
りデータの分析を実施。
　ー同計画に自立支援・重度化防止等の取組
内容と目標を記載し、その達成状況の評価等
を実施。

地域包括ケア「見える化」システムに地域ご
との取組の具体的事例を掲載。

国において、介護給付費の地域差等の分析、
「見える化」を引き続き推進し、地域包括ケ
ア「見える化」システムを通じて国民に分か
りやすい形で公表。

保険者機能強化推進交付金の評価指標に基づ
く評価結果を公表し、各保険者等における取
組状況の「見える化」を推進等。

≪厚生労働省≫

○後発医薬品の利用勧奨な
ど、使用割合を高める取組
を行う保険者
【2020年度までに100 ％
】⇒29.0%(23.7％、17.7％)
（2019年(2018年、2017
年)）

○重複・頻回受診、重複投
薬の防止等の医療費適正化
の取組を実施する保険者【
2023年度までに100％】⇒
51.9%（47.6％、40.8％)（
2019年(2018年、2017
年)）

○地域差を分析し、介護給
付費の適正化の方策を策定
した保険者【2020年度ま
でに100％】⇒ 100％
（2019年度）

○第３期医療費適正化計画
における各都道府県の医療
費目標及び適正化指標
【2023年度における各都
道府県での目標達成】⇒現
時点で記載できるデータ無
し。

○年齢調整後の一人当たり
医療費の地域差【2023年
度時点での半減を目指して
年々縮小】⇒
0.076(0.075、0.073）
(2018年(2017年、2016
年）)

○年齢調整後の要介護度別
認定率の地域差【2020年
度末までに縮減】⇒合計
6.3%（2018年度）
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地域別の取組や成果について進捗管理・見える化を行うとともに、進捗の遅れている地域の要因を分析し、保険者機能の一層の強
化を含め、さらなる対応の検討

地域の実情を踏まえた取組の推進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅱ 国保財政の健全化に向け、受益と負担の見える化の推進（法定外繰入の解消等）

国保財政の健全化に向け、法定外繰入の解消など先進事例を
後押しするとともに横展開を図り、受益と負担の見える化を
進める。

法定外繰入等の解消について、国保財政を健全化する観点か
ら、その解消期限や公費の活用等解消に向けた実効的・具体
的な手段が盛り込まれた計画の策定を求めるとともに、保険
者努力支援制度における加減算双方向でのインセンティブ措
置を導入し、法定外繰入等の一人当たりの額が大きい都道府
県を含め、法定外繰入等の早期解消を促す。

国保の都道府県内保険料水準の統一や収納率の向上など受益
と負担の見える化に取り組む都道府県の先進・優良事例につ
いて全国展開を図る。

法定外繰入等の解消期限や公費の活用等解消
に向けた実効的・具体的な手段が盛り込まれ
た計画の策定・実行を推進する。
国保都道府県単位化後の法定外繰入等の状況
を踏まえつつ、法定外繰入等を解消する観点
から、法定外繰入等が生じる要因の分析を市
町村単位で行い法定外繰入等の額と併せて公
表するとともに、地方団体等と協議し、その
結果に基づき、より実効性のある更なる措
置。

都道府県内保険料水準の統一に向けて、納付
金等算定ガイドラインにおける見直しを行う
とともに、戦略的な情報発信などにより、公
費活用を含めた法定外繰入等の解消など統一
に向けて取り組む都道府県の先進・優良事例
の横展開を図る。
≪厚生労働省≫

〇法定外繰入等の解消に向
けた計画において、解消年
度と公費の活用等解消に向
けた実効的・具体的な手段
を明記した市町村の割合
【2020年度までに100％】
⇒91.7％（2020年10月）

〇法定外繰入等の額
【2017年度決算(1,751億)
より減少】⇒1,258億
（1,751億、2,526億）
（2018年（2017年、2016
年））

○法定外繰入等を行ってい
る市町村数【2023年度ま
でに200市町村】⇒354市
町村（505市町村、677市
町村）（2018年（2017
年、2016年））

ⅲ 高齢者の医療の確保に関する法律第14条に基づく地域独自の診療報酬について在り方を検討

高齢者の医療の確保に関する法律 第14条に基づく地域独自
の診療報酬について、都道府県の判断に資する具体的な活用
策の在り方を検討する。

各都道府県において、第３期医療費適正化計
画に基づき、医療費適正化の取組を推進する
とともに、毎年度ＰＤＣＡ管理を実施し、国
において、高齢者の医療の確保に関する法律
第14条に基づく地域独自の診療報酬につい
て、都道府県の意向を踏まえつつ、その判断
に資する具体的な活用策を検討し、提示。

≪厚生労働省≫

― ―
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

34 多剤投与の適正化

ⅰ レセプト情報を活用し、医師や薬剤師が投薬履歴等を閲覧できる仕組みの構築

レセプト情報を活用し、本人同意の下、医師や薬剤師が投薬
歴等を閲覧できる仕組みの構築や、診療報酬での評価等によ
り、多剤投与の適正化を引き続き推進する。

レセプト情報を活用し、医師や薬剤師が投薬
歴等を閲覧できるシステム（本人のマイナ
ポータルでの閲覧を含む）の構築・準備。

≪厚生労働省≫

2021年10月からの
データ提供を開
始。

― ―

ⅱ 診療報酬での評価等

診療報酬での評価等により、多剤投与の適正化を引き続き推
進する。

医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組
による医薬品の適正使用の評価等、2020年度
診療報酬改定において多剤投与の適正化を推
進。

≪厚生労働省≫

― ―
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

35

介護保険の財政的インセンティブの評価指標による評価結果
を公表し、取組状況の「見える化」や改善を進めるととも
に、第８期介護保険事業計画期間における調整交付金の活用
方策について、改正介護保険法 による新たな交付金による
保険者の取組の達成状況や評価指標の運用状況等も踏まえ、
保険者間の所得水準の差等を調整するための重要な機能を
担っていること等に留意しつつ、第７期期間中に地方公共団
体関係者の意見も踏まえつつ、具体的な方法等について検討
し、結論を得る。

介護予防の取組の更なる推進に向けた介護保
険制度の保険者機能強化推進交付金の抜本的
強化について、関係審議会等における検討結
果を踏まえ、所要の措置を講ずる。
また、市町村における地域分析に資するよ
う、2020年度中に、各市町村が他の市町村の
指標ごとの点数獲得状況を閲覧できる環境を
整備するとともに、更なる見える化を推進す
る観点から、都道府県と連携しつつ、市町村
の指標ごとの点数獲得状況の公表に向けて、
早期に議論を進めていく。

上記交付金の評価指標等について、その運用
状況等を踏まえ、より自立支援・重度化防止
等に資するものとなるように改善。

≪厚生労働省≫

○地域差を分析し、介護給
付費の適正化の方策を策定
した保険者【2020年度ま
でに100％】
⇒100％（2019年度）

○認定者数、受給者数、
サービスの種類別の給付実
績を定期的にモニタリング
（点検）している保険者
【2020年度までに100％】
⇒92.6％（2019年度）

○年齢調整後の要介護度別
認定率の地域差【2020年
度末までに縮減】
⇒合計 6.3%（2018年度）

○年齢調整後の一人当たり
介護費の地域差（施設/居
住系/在宅/合計）【2020
年度末までに縮減】
⇒合計 5.1% （2018年度）

介護保険制度における財政的インセンティブの評価指標による評価結果の公表及び取組状況の「見える化」や改善の推進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

36 第８期介護保険事業計画期間における調整交付金の活用方策の検討

介護保険の財政的インセンティブの評価指標による評価結果
を公表し、取組状況の「見える化」や改善を進めるととも
に、第８期介護保険事業計画期間における調整交付金の活用
方策について、改正介護保険法 による新たな交付金による
保険者の取組の達成状況や評価指標の運用状況等も踏まえ、
保険者間の所得水準の差等を調整するための重要な機能を
担っていること等に留意しつつ、第７期期間中に地方公共団
体関係者の意見も踏まえつつ、具体的な方法等について検討
し、結論を得る。

保険者機能の更なる強化に向けて、第８期介護
保険事業計画期間における調整交付金の新た
な活用方策について、地方公共団体関係者の
意見も踏まえつつ、関係審議会等において検
討した結論を踏まえ、所要の措置を講ずる。

≪厚生労働省≫

― ―
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

37 大都市や地方での医療・介護提供に係る広域化等の地域間連携の促進

新たな地域別の将来人口推計の下での大都市や地方圏での医
療・介護提供に係る広域化等の地域間連携を促進する。

県境を超えた患者の流出入等を反映した地域
医療構想及びそれを踏まえ策定した医療計
画・介護保険事業支援計画に基づき、都道府
県において、病床の機能分化連携や在宅医
療・介護の推進に係る取組を推進。
地域医療構想については、
・重点支援区域の設定を通じた国による助言
や集中的な支援の実施。
・民間医療機関の対応方針策定の促進のため
の方策の議論に着手。
・地域医療介護総合確保基金の配分における
大幅なメリハリ付けの仕組みの検討、実施。
・公立・公的医療機関等の対応方針の見直し
等の取組によっても病床の機能分化・連携が
進まない場合の新たな都道府県知事の権限の
在り方の検討、所要の措置。

以上の事項について、「経済財政運営と改革
の基本方針2020（仮）」に向け、工程表の具
体化を図る。
≪厚生労働省≫

○地域医療構想の2025年
における医療機能別（高度
急性期、急性期、回復期、
慢性期）の必要病床数を達
成するために増減すべき病
床数に対する実際に増減さ
れた病床数の割合【2025
年度に100％】【Ｐ】

○介護療養病床の第７期介
護保険事業計画に沿った
サービス量進捗状況と、第
８期計画期初に見込まれる
期末時点でのサービス減量
【2020年度末に100％】
⇒ 70.8％（ 2019年度）

医
療
・
福
祉
サ

ｰ

○公立病院改革プランまたは
公的医療機関等2025プラン
対象病院で、再検証要請対
象医療機関とされた医療施
設のうち、地域医療構想調整
会議において具体的方針に
ついて再度合意に至った医療
施設の病床の割合　【「経済
財政運営と改革の基本方針
2020（仮）」に向け、工程表の
具体化を図ることとしており、
その結果を踏まえて指標を改
めて設定】【Ｐ】

○在宅患者訪問診療件数
【2017年医療施設調査から
の増加】
⇒1,228,040件（2017年）

2023年度まで
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

38 診療報酬や介護報酬において、アウトカムに基づく支払いの導入等の推進　

2018年度診療報酬改定の影響の検証結果を踏
まえ、2020年度診療報酬改定において、アウ
トカム指標の見直し等を実施。

介護報酬において、ＡＤＬの改善等アウトカ
ムを評価する加算を含めこれまで設けられた
各種加算について、サービスの質の反映状況
等の検証を通じて、より効果的な加算の在り
方に関して、2021年度介護報酬改定に向けて
関係審議会等において必要な対応を検討。

アウトカムに基づ
く支払い等に関す
る加算について検
証を行う。

介護事業所の経営実態等を適切に把握できる
よう、介護報酬改定において参照される経営
実態調査等について、調査・集計方法等の改
善や有効回答率の向上を通じて精度を向上。

≪厚生労働省≫

39
ⅰ

データヘルス改革を推進し、被保険者番号の個人単位化とオ
ンライン資格確認を導入するとともに、「保健医療データプ
ラットフォーム」について、2020年度の本格運用開始を目
指し取り組む。

被保険者番号の個人単位化とオンライン資格
確認システムについて２０２０年度末までに
本格運用を開始。
≪厚生労働省≫

― ―

ビ
ス
改
革

診療報酬や介護報酬においては、適正化・効率化を推進しつ
つ、安定的に質の高いサービスが提供されるよう、ＡＤＬ
の改善などアウトカムに基づく支払いの導入等を引き続き進
めていく。

被保険者番号の個人単位化とオンライン資格確認を導入

データヘルス改革の推進

――
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅱ 「保健医療データプラットフォーム」の2020年度本格運用開始

2019年9月にデータヘルス改革推進本部にお
いて策定した2025年度までの工程表に沿っ
て、着実に取組を推進。

レセプトに基づく薬剤情報及び特定健診情報
を全国の医療機関等で確認できる仕組みを、
特定健診情報について稼働。

レセプトに基づく薬剤情報及び特定健診情報
以外のデータ項目を全国の医療機関で確認で
きる仕組みの工程表を夏頃策定。

NDB、介護DB情報の匿名での連結解析を可能
とするシステムについて2020年度中に検討
し、運用を開始。
（DPCDBについては2022年度のNDB・介護DB
との連結解析体制の運用開始に向け検討）。

≪厚生労働省≫

医
療
・
福
祉
サ

ｰ

ビ
ス
改
革

データヘルス改革を推進し、被保険者番号の個人単位化とオ
ンライン資格確認を導入するとともに、「保健医療データプ
ラットフォーム」について、2020年度の本格運用開始を目
指し取り組む。

レセプトに基づく
薬剤情報及び特定
健診情報を全国の
医療機関等で確認
できる仕組みを、
薬剤情報について
稼働。

レセプトに基づく
薬剤情報及び特定
健診情報以外の
データ項目を全国
の医療機関で確認
できる仕組みにつ
いて、工程表に
沿って対応。

○全国の医療機関等におい
て保健医療情報を確認した
件数
【2020年夏までに工程表
を策定することとしてお
り、その結果を踏まえて指
標を改めて設定】
⇒工程を策定済み

○ＮＤＢ、介護ＤＢの第三
者提供の件数【運用開始後
（2020年度以降）提供件
数増加】⇒2020年10月１
日施行。現時点で記載でき
るデータ無し。

○オープンデータの充実化
【集計項目数増加】⇒
2020年度公表分（12月公
表予定）で医科歯科別の集
計の追加するとともに二次
医療圏別の集計を基本診療
料の全てに拡大予定
（2019年度公表分で二次
医療圏別集計を７項目新た
に追加）

○全国の医療機関等におい
て確認できる保健医療情報
のデータ項目数
【2020年夏までに工程表
を策定することとしてお
り、その結果を踏まえて指
標を改めて設定】
⇒工程を策定済み

○ＮＤＢ、介護ＤＢの連結
解析、提供に関する基盤の
運用開始【2020年度に運
用開始】⇒2020年10月１
日施行。

2025年度まで
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅲ

医療保険の審査支払機関について、「支払基金業務効率化・
高度化計画・工程表」等に掲げられた改革項目を着実に進め
る。

医療保険の審査支払機関について、審査支払
新システムの構築等、「支払基金業務効率
化・高度化計画・工程表」等に掲げられた改
革項目を着実に進める。

≪厚生労働省≫

○「支払基金業務効率化・
高度化計画・工程表」等に
掲げられた改革項目16項目
の進捗状況
【各年度時点での十分な進
捗を実現】

○コンピュータで審査完結
するレセプトの割合
【システム刷新後２年以内
に９割程度】

○既存の支部設定コン
ピュータチェックルールの
移行・廃止
【新システム稼働時までに
集約完了

ⅳ ＡＩの実装に向けた取組の推進

人口減少の中にあって少ない人手で効率的に医療・介護・福
祉サービスが提供できるよう、ＡＩの実装に向けた取組の推
進、ケアの内容等のデータを収集・分析するデータベースの
構築、ロボット・ＩｏＴ・ＡＩ・センサーの活用を図る。
- 保健医療分野でのディープラーニングや機械学習等のAI
開発を戦略的に進めるため、①ゲノム医療、②画像診断支
援、③診断・治療支援、④医薬品開発、⑤介護・認知症、⑥
手術支援、を重点６領域と定めて開発・実用化を促進する。

重点６領域を中心に必要な研究事業等を実施
し、ＡＩ開発を加速化するとともに、ＡＩ開
発に必要な医用画像のデータベースを構築。

2019年度末にとりまとめ予定のロードブロッ
ク（開発の障壁）解消に向けた工程表、AIの
開発・利活用が期待できる領域の俯瞰図に基
づく工程表に基づきAIの研究開発、社会実装
を推進。

≪厚生労働省≫

○６つの重点領域（ゲノム
医療、画像診断支援、診
断・治療支援、医薬品開
発、介護・認知症、手術支
援）のうち、ＡＩの構築に
必要なデータベースを構築
した領域数
【2020年度末までに６領
域】⇒4領域（2019年）

○６領域における、ＡＩ技
術の製品化等、現場での実
用化に至った領域数
【2020年度末までに１領
域】
⇒1領域（2019年）

ⅴ ケアの内容等のデータを収集・分析するデータベースの構築

人口減少の中にあって少ない人手で効率的に医療・介護・福
祉サービスが提供できるよう、ＡＩの実装に向けた取組の推
進、ケアの内容等のデータを収集・分析するデータベースの
構築、ロボット・ＩｏＴ・ＡＩ・センサーの活用を図る。

新たに構築したデータベース（CHASE)を含む
介護関連データベースを活用し、自立支援・
重度化防止等に資する介護の普及に向けた
データの収集・分析を実施。

≪厚生労働省≫

データベースにつ
いて、次期以降の
介護報酬改定等に
活用。

― ―
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医療保険の支払審査機関について、「支払基金業務効率化・高度化計画・工程表」等に掲げられた改革項目の着実な推進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅵ ロボット・ＩｏＴ・ＡＩ・センサーの活用

2040年に向けたロボット・ＡＩ等の実用化構
想の策定の検討。

介護現場と開発事業者との連携など、介護ロ
ボットの開発・実証・普及のプラットフォー
ムを構築し、プラットフォームを活用した実
証を実施。
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

介護ロボット等の活用、ＩＣＴ利活用等を含
めた業務効率化・生産性向上に係るガイドラ
インを普及させ、好事例を横展開。

介護業務に関するタイムスタディ調査を実施
し、次期報酬改定の中で必要な見直しを検
討。

医療サービスの効率的な提供に向け、ロボッ
ト、ＡＩ、ＩＣＴ等の活用方策について検討
を進め、必要な措置を講じていく。

2019年度に得た一定の結論を踏まえ、引き続
きＩＣＴを活用した医療・介護連携について
検討。
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○介護ロボットの開発・実証・
普及のプラットフォームを活用
した実証件数【2020年度以
降増加】
⇒ 2021年度早期に把握予
定

○地域医療介護総合確保基
金等によるロボット・センサー
の導入支援件数【2020年度
までに3,000件（延べ件数）】
⇒4,000件　（2019年度）

○介護ロボット等の活用、ＩＣＴ
利活用等を含めた業務効率
化・生産性向上に係るガイドラ
インを活用する事業所数
【2019年度実績から増加】
⇒65件(2020年時点（暫定
値））

○地域医療介護総合確保基
金によるICT導入支援事業を
実施する都道府県数【2020
年度までに全都道府県】
⇒40都道府県（2020年度予
定）

人口減少の中にあって少ない人手で効率的に医療・介護・福
祉サービスが提供できるよう、ＡＩの実装に向けた取組の推
進、ケアの内容等のデータを収集・分析するデータベースの
構築、ロボット・ＩｏＴ・ＡＩ・センサーの活用を図る。

〇介護労働者の平均労働時
間・残業時間数【2020年
度末までに縮減】
⇒平均労働時間数：37.0時
間、平均残業時間数：1.7
時間（2019年度）

〇介護老人福祉施設等にお
ける介護・看護職員等の配
置に係る人員ベースでの効
率化【2020年度までに改
善】
⇒介護・看護職員1人当た
りの在所者数　2.0人
（2018年）

タイムスタディ調
査の結果等を踏ま
え、必要な措置を
講じる。
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

介護事業所の生産性を向上するため、ＩＣＴ
導入支援事業により標準仕様に基づくシステ
ムの導入を支援するなど、ＩＣＴを活用した
情報連携を推進する。

2019年度中に保育業務に関するタイムスタ
ディ調査を実施し、2020年度までに保育所で
のＩＣＴの利活用について検討する。

≪厚生労働省≫
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

40

データヘルス改革を推進し、被保険者番号の個人単位化とオ
ンライン資格確認の導入、「保健医療データプラットフォー
ム」の2020年度の本格運用開始、クリニカル・イノベー
ション・ネットワークとＭＩＤ－ＮＥＴの連携、ＡＩの実装
に向けた取組の推進、栄養状態を含む高齢者の状態やケアの
内容等のデータを収集・分析するデータベースの構築、ＡＩ
も活用した科学的なケアプランの実用化に向けた取組の推進
などの科学的介護の推進等を行う。

臨床研究中核病院の医療情報を継続的に品質
管理・標準化する体制を構築し、リアルワー
ルドデータを研究等に活用。

≪厚生労働省≫

○医療情報の品質管理・標
準化について、ＭＩＤ－Ｎ
ＥＴの経験を含む研修を受
けた医療機関数
【2020年度末までに８機
関】
⇒８機関（４機関）
（2020年10月時点（2019
年10月時点））

○2019年度末までに研修
を受けた全医療機関が、医
療情報の品質管理・標準化
を実施し、当該情報を利用
した研究に着手【2020年
度末までに４機関】
⇒４機関（０機関）
（2020年10月時点（2019
年10月時点））

41 オンラインでの服薬指導を含めた医療の充実

オンラインでの服薬指導を含めた医療の充実を進める。オン
ライン診療について、現場の状況等を踏まえ、診療報酬にお
ける対応について検討するとともに、オンライン服薬指導に
ついての実施の際の適切なルールを検討する。

＜オンライン診療＞
オンライン診療料の普及状況、オンライン診
療の適切な実施に関する指針の改訂、医療の
質に係るエビデンス等を踏まえ、オンライン
診療の実施方法や対象疾患等の要件につい
て、2020年度診療報酬改定において必要な見
直しを実施。

＜オンライン服薬指導＞
改正医薬品医療機器等法に基づくオンライン
での服薬指導を実施する際の適切なルールに
ついて検討を進め、速やかな施行が可能とな
るよう検討を行う。（改正法公布後１年以内
の施行）

≪厚生労働省≫

＜オンライン診療
＞
引き続き、診療報
酬における評価を
検討する。

＜オンライン服薬
指導＞
検討結果に基づ
き、必要な措置。
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クリニカル・イノベーション・ネットワークとＰＭＤＡの医療情報データベース（ＭＩＤ-ＮＥＴ）の連携
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

42 卒前・卒後の一貫した医師養成課程の整備

診療能力向上のための卒前・卒後の一貫した医師養成過程を
整備するとともに、総合診療医の養成を促進する。

・全国の大学で臨床実習後の技能・態度を評
価する「Ｐｏｓｔ　ＣＣ　ＯＳＣＥ（※
１）」の正式実施。
※１　Objective Structured Clinical Examination
（客観的臨床能力試験）

・マルチメディアＣＢＴ（※２）導入試験実
施。
※２　Computer Based Testing（コンピュー
ターを活用した知識の評価）

・卒前教育と統一した到達目標に基づく制度
見直し後の臨床研修の研修開始。

≪厚生労働省≫

卒前卒後の一貫し
た評価システム
（ＥＰＯＣ等）導
入。

○見直し後の一貫した到達
目標に基づいた臨床研修プ
ログラム数【2020年度ま
でに1,000件】
⇒開始プログラム数は、
1,363件であり、達成済み
（2020年10月時点）

○一貫した評価システムで
評価を行った臨床研修医数
【2022年度までに800人】

○見直し後の臨床研修の実
施を踏まえた基本的診療能
力について、自信を持って
できる又はできると答えた
研修医の割合【2022年度
までに研修修了者の70％】
(臨床研修後のアンケート
調査により把握）

43 総合診療医の養成の促進

診療能力向上のための卒前・卒後の一貫した医師養成過程を
整備するとともに、総合診療医の養成を促進する。

総合診療専門研修の拡充。

≪厚生労働省≫

○総合診療専門研修プログ
ラム数

○総合診療専門研修を希望
する若手医師数
⇒研究結果に基づいて指標
を設定する予定

〇総合診療専門研修を受け
た専攻医数
【厚生労働科学研究におい
て2019年度中を目途に将
来の各診療科の必要医師数
を算出することとしてお
り、その後研究結果を踏ま
えて指標を設定】

ス
改
革
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

44 事業所マネジメントの改革等を推進

ⅰ 従事者の役割分担の見直しと効率的な配置

医師の働き方改革に関する検討会等における
タスクシフティング等に関する検討結果に基
づき、患者等の理解や負担にも配慮しつつ必
要な措置。

2019年度の検討結果に基づき、多様な人材の
活用を推進するために必要な取組を実施。

介護ロボット等の活用、ＩＣＴ利活用等を含
めた業務効率化・生産性向上に係るガイドラ
インを普及させ、好事例を横展開。

看護業務の効率化推進について、前年度選定
された先進的取組を他施設にて試行し、その
プロセス・成果を公表することで、業務効率
化を推進。

特定行為研修制度の推進。

成果について、人
員・設備基準の見
直しや介護報酬改
定に関する議論の
際に活用。

2019年度中に保育業務に関するタイムスタ
ディ調査を実施し、2020年度までに保育所で
のＩＣＴの利活用について検討する。

≪厚生労働省≫

従事者の業務分担の見直し・効率的な配置、介護助手・保育
補助者など多様な人材の活用、事業所マネジメントの改革等
を推進する。

○看護業務の効率化に資す
る先進的取組の公表事例数
【2020年度までに15例】
⇒2020年度の事例数につ
いて2021年3月中に公表予
定（2019年度10例）

○特定行為研修の指定研修
機関数【2020年度までに
150機関】
⇒222機関（134機関）
（2020年8月時点（2019
年8月時点））
○介護ロボット等の活用、
ＩＣＴ利活用等を含めた業
務効率化・生産性向上に係
るガイドラインを活用する
事業所数【2019年度実績
から増加】
⇒65件(2020年時点（暫定
値））
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○看護業務の効率化に資する
先進的事例を元に試行された
取組事例数【2020年度までに
2019年度に加えて10例】
⇒2020年度の試行取組につい
て2021年3月中に公表予定
（2020年度から開始してお
り、過去データ無し）

○特定行為研修を修了し、医
療機関で就業している看護師
の数【2020年度までに3,000
人】
⇒1253人（881人）（2019年
10月時点（2018年3月時
点））

○介護分野における書類の削
減
【2020年代初頭までに半減】
⇒社会保障審議会介護保険部
会「介護分野の文書に係る負
担軽減に関する専門委員会」
の中間とりまとめに沿って、
簡素化・標準化・ICT化の取組
を推進。

○介護労働者の平均労働時
間・残業時間数【2020年度末
までに縮減】⇒平均労働時間
数：37.0時間、平均残業時間
数：1.7時間（2019年度）

○介護老人福祉施設等におけ
る介護・看護職員等の配置に
係る人員ベースでの効率化
【2020年度までに改善】⇒介
護・看護職員1人当たりの在所
者数　2.0人（2018年）
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅱ 介護助手・保育補助者など多様な人材の活用

従事者の業務分担の見直し・効率的な配置、介護助手・保育
補助者など多様な人材の活用、事業所マネジメントの改革等
を推進する。

2019年度の検討結果に基づき、多様な人材の
活用を推進するために必要な取組を実施。

≪厚生労働省≫

○地域医療介護総合確保基
金による介護人材の資質向
上のための都道府県の取組
の実施都道府県数【毎年度
47都道府県】
⇒47都道府県（2018年
度）

○「介護に関する入門的研
修」の延べ実施回数
【2021年度までに2018年
度と比べて15％増加】
⇒117回（2018年度）

○保育補助者雇上強化事業
を利用した市町村数
【2021年度までに300市町
村】

○「介護に関する入門的研
修」の実施からマッチング
までの一体的支援事業によ
り介護施設等とマッチング
した者の数
【2021年度までに2018年
度と比べて15％増加】
⇒204人（2018年度）

○保育補助者雇上強化事業
により雇い上げられた人数
【2021年度までに3,000
人】
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅲ 事業所マネジメントの改革等を推進

医師の働き方改革に関する検討会等における
タスクシフティング等に関する検討結果に基
づき、患者等の理解や負担にも配慮しつつ必
要な措置。

病院長に対する労務管理に関するマネジメン
ト研修の実施等を通じて、医療機関における
労務管理を担う人材を育成。

介護分野における生産性向上ガイドラインを
普及させ、好事例を横展開。

介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門
委員会の中間取りまとめを踏まえ、ウェブ入
力・電子申請、データの共有化・文書保管の
電子化等について方針を得る。
また、保険者機能強化推進交付金の活用等を
通じ、自治体における書類削減の取組を推進
する。

≪厚生労働省≫

従事者の業務分担の見直し・効率的な配置、介護助手・保育
補助者など多様な人材の活用、事業所マネジメントの改革等
を推進する。
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○アンケート調査において
医療従事者の勤務環境改善
に「職種を問わず」または
「一部職種で」取り組んで
いると回答した病院の割合
【2020年度までに85％】
⇒74.6%（68.0%）（2019
年度（2018年度）2020年
度分は2020年度末までに
調査予定）

○介護分野における書類の
削減【2020年代初頭まで
に半減】⇒社会保障審議会
介護保険部会「介護分野の
文書に係る負担軽減に関す
る専門委員会」の中間とり
まとめに沿って、簡素化・
標準化・ICT化の取組を推
進。

○介護労働者の平均労働時
間・残業時間数【2020年
度末までに縮減】
⇒平均労働時間数：37.0時
間、平均残業時間数：1.7
時間（2019年度）

○介護老人福祉施設等にお
ける介護・看護職員等の配
置に係る人員ベースでの効
率化【2020年度までに改
善】
⇒介護・看護職員1人当た
りの在所者数　2.0人
（2018年）

○病院長に対する労務管理
に関するマネジメント研修
の受講者数【2020年度ま
でに1,500人】
⇒1,512人（2019年度）

○職員のキャリアアップや
職場環境等の改善に取り組
む介護事業所の割合
【2020年度末までに
75％】
⇒77.6％（2019年度）

○介護分野における生産性
向上ガイドライン活用事業
所数【2019年実績から増
加】
⇒65件(2020年時点（暫定
値））

成果について、人
員・設備基準等の
見直しに関する議
論の際に活用。

検討結果に応じた
対応（システム改
修等）
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅳ 介護の経営の大規模化・協働化

介護の経営の大規模化・協働化により人材や資源を有効に活
用する。

事業者の経営の大規模化・協働化等の取組状
況等を把握し、経営の大規模化・協働化を推
進するための施策について、介護サービスの
種類や地域性、経営の効率性等を考慮しつ
つ、検討。

2018年度に実施する調査研究をもとに効率的
な体制構築方策をガイドラインとして取りま
とめ、横展開。

社会福祉法人の事業の協働化・大規模化の促
進方策等について、有識者による検討会での
結論を踏まえ、社会福祉連携推進法人（仮
称）について、必要な措置を講じる。

≪厚生労働省≫

検討結果に基づ
き、第８期介護保
険事業計画期間に
向けて、介護サー
ビスの種類や地域
性、経営の効率性
等を考慮しつつ、
必要な措置を講ず
る。

○効率的な体制構築に関す
る先進的取組の事例数
【2020年度までに10例以
上】
⇒10事例（2019年度末）

○１社会福祉法人当たりの
介護サービスの事業数
【2020年度末までに増
加】
⇒ 4.8事業（2018年度）

○社会福祉法人数及び１社
会福祉法人当たりの職員数
（常勤換算数）【見える
化】
⇒社会福祉法人数：20,912
法人（20,838法人）
（2019年3月31日（2018
年３月31日））
 1社会福祉法人当たりの職
員数：87.49人（86.67人）
（2019年4月1日（2018年
４月１日））
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

45 国保の普通調整交付金について見直しを検討　

普通調整交付金について、所得調整機能を維持しながら、医
療費適正化のインセンティブを効かせる観点から、地域差に
関する調整・配分の在り方の検証を進め、都道府県が国民健
康保険の財政運営の責任主体となる新制度の円滑な運営に配
慮しつつ、速やかに関係者間で見直しを検討する。

骨太2020の取りまとめに向けて、普通調整交
付金の配分について、所得調整機能の観点
や、加入者の性・年齢で調整した標準的な医
療費を基準とする観点から、引き続き地方団
体等と議論を継続。

≪厚生労働省≫

― ―

46 科学的介護の推進（栄養改善を含め、自立支援・重度化防止等に向けた介護の普及）

科学的介護を推進し、栄養改善を含め自立支援・重度化防止
等に向けた介護の普及等を推進する。

新たに構築したデータベース（CHASE)を含む
介護関連データベースを活用し、自立支援・
重度化防止等に資する介護の普及に向けた
データの収集・分析を実施。

≪厚生労働省≫

データベースにつ
いて、次期以降の
介護報酬改定等に
活用。

― ―医
療
・
福
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

47 ケアマネジメントの質の向上

ⅰ ＡＩも活用した科学的なケアプランの実用化

ⅱ ケアマネジャーの業務の在り方の検討

自立支援・重度化防止等に資するＡＩも活用した科学的なケ
アプランの実用化に向けた取組を推進するとともに、ケアマ
ネジャーの質の向上の観点から、その業務の在り方を検討す
る。

社会保障審議会介護保険部会における検討を
踏まえ、必要な措置を講ずる。

≪厚生労働省≫

― ―

自立支援・重度化防止等に資するＡＩも活用
した科学的なケアプランの実用化に向けた取
組について検討し、その結果に基づき必要な
措置を講ずる。

≪厚生労働省≫

福
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――

自立支援・重度化防止等に資するＡＩも活用した科学的なケ
アプランの実用化に向けた取組を推進するとともに、ケアマ
ネジャーの質の向上の観点から、その業務の在り方を検討す
る。
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

48

ＡＩを活用した医療機器の開発や、医薬品等の開発の促進に
資する薬事規制の体制の整備・合理化を行う。

改正医薬品医療機器等法に基づく
①医療機器の特性やAI等による技術革新等に
適切に対応する医療機器の承認制度の導入
②「先駆け審査指定制度」や「条件付き早期
承認制度」の法制化
の施行に向け、政省令の整備等に着実に取り
組む。（改正法公布後１年以内の施行）

≪厚生労働省≫

― ―

49 バイオ医薬品の研究開発の推進等

バイオ医薬品の研究開発の推進を図るとともに、バイオシミ
ラーについては、「経済財政運営と改革の基本方針2017」
を踏まえ、有効性・安全性等への理解を得ながら研究開発・
普及を推進するなど医薬品産業の国際競争力強化に向けた取
組を着実に推進する。

バイオ医薬品のデザイン技術開発等に関する
研究を推進。

国内に不足しているバイオ医薬品の製造・開
発技術を担う人材育成を実施。

≪厚生労働省≫

50 バイオシミラーの研究開発・普及の推進等

バイオ医薬品の研究開発の推進を図るとともに、バイオシミ
ラーについては、「経済財政運営と改革の基本方針2017」
を踏まえ、有効性・安全性等への理解を得ながら研究開発・
普及を推進するなど医薬品産業の国際競争力強化に向けた取
組を着実に推進する。

バイオシミラーの医療費適正化効果額・金額
シェアを公表。

バイオシミラーの有効性、安全性、品質等に
関する講習会の開催。

バイオシミラーの研究開発の推進。

≪厚生労働省≫
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〇バイオシミラーの品目数
（成分数ベース）
【2020年度末までに品目
数を2017年７月時点から
の倍増（10成分）】
⇒バイオシミラーの薬価収
載品目数：13品、９品目、
５品目）（2020年10月時
点（2019年10月時点、
2017年））

〇バイオシミラーに関する
講習会の開催数【年10回以
上】
⇒4回開催（2020年10月時
点）

医薬品・医療機器等の開発の促進に資する薬事規制の体制の整備・合理化
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

51 薬価制度抜本改革の更なる推進

ⅰ

イノベーションの推進を図ること等により、医薬品産業を高
い創薬力を持つ産業構造に転換するとともに、「薬価制度の
抜本改革に向けた基本方針」に基づき、国民負担の軽減と医
療の質の向上に取り組む。こうした観点から、前回の薬価改
定で引き続き検討することとされた課題（※）等について結
論を得、着実に改革を推進する。

※　医薬品等の費用対効果評価における迅速で効率的な実施
に向けた見直しや、その体制等を踏まえた実施範囲・規模の
拡大、新薬創出等加算対象品目を比較薬とする場合の薬価算
定の見直し、効能追加等による革新性・有用性の評価の是
非、長期収載品の段階的な価格引き下げ開始までの期間の在
り方、2021 年度における薬価改定の具体的な対象範囲の
2020 年中の設定。

2019年４月からの本格実施の実績を踏まえ、
実施範囲・規模の拡大のための所要の措置を
講ずる。

≪厚生労働省≫

― ―

ⅱ

イノベーションの推進を図ること等により、医薬品産業を高
い創薬力を持つ産業構造に転換するとともに、「薬価制度の
抜本改革に向けた基本方針」に基づき、国民負担の軽減と医
療の質の向上に取り組む。こうした観点から、前回の薬価改
定で引き続き検討することとされた課題（※）等について結
論を得、着実に改革を推進する。

※　医薬品等の費用対効果評価における迅速で効率的な実施
に向けた見直しや、その体制等を踏まえた実施範囲・規模の
拡大、新薬創出等加算対象品目を比較薬とする場合の薬価算
定の見直し、効能追加等による革新性・有用性の評価の是
非、長期収載品の段階的な価格引き下げ開始までの期間の在
り方、2021 年度における薬価改定の具体的な対象範囲の
2020 年中の設定。

2018年度から2020年度までの市場実勢価格
の推移、薬価差の状況、医薬品卸・医療機
関・薬局等の経営への影響等を把握した上
で、2021年度における薬価改定の対象範囲に
ついて2020年中にこれらを総合的に勘案し
て、具体的な範囲を設定する。

≪厚生労働省≫

最初の毎年薬価改
定の実施。 ― ―

2019年度、2020年度に全品目の薬価改定を行うとともに、2020年度中に2021年度における薬価改定の対象範囲について決定

医薬品等の費用対効果の本格実施に向けた検討
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

ⅲ

イノベーションの推進を図ること等により、医薬品産業を高
い創薬力を持つ産業構造に転換するとともに、「薬価制度の
抜本改革に向けた基本方針」に基づき、国民負担の軽減と医
療の質の向上に取り組む。こうした観点から、前回の薬価改
定で引き続き検討することとされた課題（※）等について結
論を得、着実に改革を推進する。

※　医薬品等の費用対効果評価における迅速で効率的な実施
に向けた見直しや、その体制等を踏まえた実施範囲・規模の
拡大、新薬創出等加算対象品目を比較薬とする場合の薬価算
定の見直し、効能追加等による革新性・有用性の評価の是
非、長期収載品の段階的な価格引き下げ開始までの期間の在
り方、2021 年度における薬価改定の具体的な対象範囲の
2020 年中の設定。

新薬創出等加算の対象外である品目に関し、
同加算の対象品目を比較薬とした薬価算定に
おける比較薬の新薬創出等加算の累積額を控
除する取扱いについて検討を行い、その結果
に基づき、所要の措置を講ずる。

長期収載品に関し、イノベーションを推進す
るとともに医薬品産業を高い創薬力を持つ産
業構造に転換する観点から、段階的な価格引
下げ開始までの期間の在り方について検討を
行い、その結果に基づき、所要の措置を講ず
る。

イノベーションの評価に関し、効能追加等に
よる革新性・有用性の評価の是非について検
討を行い、その結果に基づき、必要な措置を
講ずる。

≪厚生労働省≫

― ―

52 調剤報酬の在り方について検討

調剤報酬について、2018 年度診療報酬改定の影響の検証や
かかりつけ機能の在り方の検討等を行いつつ、地域における
かかりつけ機能に応じた適切な評価や、対物業務から対人業
務への構造的な転換の推進やこれに伴う所要の適正化等、
2020 年度診療報酬改定に向け検討する。その際、医療機関
及び薬局における調剤の実態や報酬体系を踏まえ、調剤料な
どの技術料について、2018 年度診療報酬改定の影響や薬剤
師の業務の実態も含めた当該技術料の意義の検証を行いつつ
適正な評価に向けた検討を行う。

地域におけるかかりつけ機能に応じた適切な
評価を進めるとともに、調剤料などの技術料
を含めた対物業務から対人業務への構造的な
転換を推進するための所要の評価の重点化と
適正化を行う観点から、2020年度診療報酬改
定において見直しを実施。

≪厚生労働省≫

ー ー

2020年度の薬価改定に向けた、新薬創出等加算対象品目を比較薬とする場合の薬価算定の見直し、効能追加等による革新性・有用
性の評価、長期収載品の段階的な価格引下げまでの期間の在り方等について、所要の措置を検討
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

53 適正な処方の在り方について検討

ⅰ 高齢者への多剤投与対策の検討

診療報酬等について、高齢者への多剤投与対策、生活習慣病
治療薬の費用面も含めた適正な処方の在り方については引き
続き検討を進める。

医師・院内薬剤師と薬局薬剤師の協働の取組
による医薬品の適正使用の評価等、2020年度
診療報酬改定において多剤投与の適正化を推
進。

高齢者医薬品適正使用検討会において作成さ
れた指針の周知活動を行うとともに、臨床現
場におけるポリファーマシー対策の分析調査
等を進める。

≪厚生労働省≫

― ―

ⅱ 生活習慣病治療薬について費用面も含めた処方の在り方の検討

診療報酬等について、高齢者への多剤投与対策、生活習慣病
治療薬の費用面も含めた適正な処方の在り方については引き
続き検討を進める。

生活習慣病治療薬の費用面も含めた適正な処
方の在り方について、2020年度診療報酬改定
において、必要な見直しを実施。

≪厚生労働省≫

― ―
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

54 後発医薬品の使用促進

〇後発医薬品の使用割合
【2020年９月80％以上】
⇒76.7%（72.6%）2019年9
月時点（2018年9月）
⇒2020年９月の後発医薬
品の使用割合（確定値）に
ついては、2021年３月に
把握可能（速報値：
78.3％）。

後発医薬品の使用促進について、安定供給や品質の更なる信
頼性確保を図りつつ、2020年９月までの後発医薬品使用割
合80％の実現に向け、インセンティブ強化も含めて引き続
き取り組む。

①普及啓発の推進や医療関係者への情報提供
等による環境整備に関する事業を実施。

②保険者協議会や後発医薬品使用促進の協議
会を活用するなどの現場の取組を促す。

③保険者インセンティブの活用や、保険者ご
との使用割合の公表等により、医療保険者の
使用促進の取組を引き続き推進。

④後発医薬品の使用を推進する観点から、
2020年度診療報酬改定において後発医薬品使
用体制加算や後発医薬品調剤体制加算に係る
基準の見直しなど所要の見直しを実施。

⑤信頼性向上のため、市場で流通する製品の
品質確認検査を行い、その結果について、医
療用医薬品最新品質情報集（ブルーブック）
に順次追加して公表。

⑥後発医薬品利用差額通知の送付など、後発
医薬品の使用促進を図るための取組支援。

⑦改正生活保護法（平成30年10月施行）に基
づく生活保護受給者の後発医薬品の使用原則
化について、施行後の使用割合も踏まえつ
つ、引き続き地方自治体において確実に取組
むよう促す。

⑧後発医薬品の使用が進んでいない地域等の
要因をきめ細かく分析し、その要因に即した
対応を検討し、実施。

「2020年９月までに後発医薬品使用割合を
80％以上」の目標達成後の新たな目標につい
て、これまでに分かってきた課題も踏まえつ
つ、その内容について検討。

≪厚生労働省≫

〇後発医薬品の品質確認検
査の実施
【年間約900品目】
⇒834品目(891品目、900
品目）(2019年度（2018年
度、2017年度））

医
療
・
福
祉
サ

ｰ

ビ
ス
改
革
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項

実施年度 ＫＰＩ

55 医療技術評価の在り方について調査・研究・検討を推進するとともに、そのための人材育成・データ集積・分析を推進

医療技術評価の在り方について調査・研究・検討を推進する
とともに、そのための人材育成・データ集積・分析を推進す
る。

2019年度から本格実施された費用対効果評価
を効果的・効率的に実施することができるよ
う、諸外国の先進的な事例を研究・活用する
とともに、必要な人材の育成を推進する。

≪厚生労働省≫

ー ―

56 かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師の普及

○「患者のための薬局ビ
ジョン」において示すかか
りつけ薬剤師としての役割
を発揮できる薬剤師を配置
している薬局数【2022年
度までに60％】
⇒67.5％（2019年12月
末）

○各都道府県の、一人の患
者が同一期間に３つ以上の
医療機関から同じ成分の処
方を受けている件数【見え
る化】
⇒公表に向け集計中(ホー
ムページにて公表済
（2017年度））【見える
化】

○調剤報酬における在宅患
者訪問薬剤管理指導料、介
護報酬における居宅療養管
理指導費、介護予防居宅療
養管理指導費の算定件数
【2021年度までに2017年
度と比べて40％増加】
⇒2018年度分集計中
（9,427,974件）（2018年
度（2017年度））

医
療
・
福
祉
サ

ｰ

ビ
ス
改
革

病院・診療所の機能分化・機能連携等を推進しつつ、かかり
つけ機能の在り方を踏まえながら、かかりつけ医、かかりつ
け歯科医、かかりつけ薬剤師の普及を進めるとともに、外来
受診時等の定額負担導入を検討する。

病院・診療所の機能分化・機能連携等を推進
しつつ、かかりつけ機能の在り方を踏まえな
がら、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、か
かりつけ薬剤師の普及を進める。

≪厚生労働省≫

○大病院受診者のうち紹介
状なしで受診したものの割
合【2020年度までに400床
以上の病院で40％以下】
⇒36.9％（40.4％）
（2018年（2017年）

○重複投薬・相互作用等防
止に係る調剤報酬の算定件
数【2021年度までに2017
年度と比べて20％増加】
⇒386,178件（403,866
件、329,216件）（2019年
度（2018年度、2017年
度））

○地域包括ケアシステムに
おいて過去１年間に平均月
１回以上医師等と連携して
在宅業務を実施している薬
局数【2022年度までに
60％】
⇒29.8％（2019年12月
末）
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

57 高齢者医療制度や介護制度において、所得のみならず資産の保有状況を適切に評価しつつ、「能力」に応じた負担の検討

高齢者医療制度や介護制度において、所得のみならず資産の
保有状況を適切に評価しつつ、「能力」に応じた負担を求め
ることを検討する。

マイナンバーの導入等の金融資産の把握に向
けた取組を踏まえつつ、医療保険・介護保険
制度における負担への金融資産等の保有状況
の反映の在り方について、骨太の方針2020に
向けて関係審議会等において検討。

介護の補足給付については、2019年度の関係
審議会における議論を踏まえ対応。

≪厚生労働省≫

ー ―

58 団塊世代が後期高齢者入りするまでに、後期高齢者の窓口負担について検討

団塊世代が後期高齢者入りするまでに、世代間の公平性や制
度の持続性確保の観点から、後期高齢者の窓口負担の在り方
について検討する。

全世代型社会保障検討会議の中間報告におい
て示された方向性に基づき最終報告に向けて
検討を進め、遅くとも2022年度初までに改革
を実施できるよう、2020年夏までに成案を得
て、速やかに必要な法制上の措置を講ずる。

≪厚生労働省≫

ー ―

給
付
と
負
担
の
見
直
し

２-4 給付と負担の見直し

取組事項
実施年度 ＫＰＩ

高齢化や現役世代の急減という人口構造の変化の中でも、国民皆保険を持続可能な制度としていくため、勤労世代の高齢者医療への負担状況にも配慮しつつ、必要な

保険給付をできるだけ効率的に提供しながら、自助、共助、公助の範囲についても見直しを図る。
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項
実施年度 ＫＰＩ

59 薬剤自己負担の引上げについて幅広い観点から関係審議会において検討し、その結果に基づき必要な措置を講ずる

薬剤自己負担の引上げについて、市販品と医療用医薬品との
間の価格のバランス、医薬品の適正使用の促進等の観点を踏
まえつつ、対象範囲を含め幅広い観点から、引き続き関係審
議会において検討し、その結果に基づき必要な措置を講ず
る。

薬剤自己負担の引上げについて、諸外国の薬
剤自己負担の仕組み（薬剤の種類に応じた保
険償還率や一定額までの全額自己負担など）
も参考としつつ、市販品と医療用医薬品との
間の価格のバランス等の観点から、骨太2020
に向けて引き続き関係審議会において検討
し、その結果に基づき必要な措置を講ずる。

≪厚生労働省≫

ー ―

60 外来受診時等の定額負担の導入を検討

病院・診療所の機能分化・機能連携等を推進しつつ、かかり
つけ機能の在り方を踏まえながら、かかりつけ医・かかりつ
け歯科医・かかりつけ薬剤師の普及を進めるとともに、外来
受診時等の定額負担導入を検討する。

全世代型社会保障検討会議の中間報告におい
て示された方向性に基づき最終報告に向けて
検討を進め、遅くとも2022年度初までに改革
を実施できるよう、2020年夏までに成案を得
て、速やかに必要な法制上の措置を講ずる。

≪厚生労働省≫

ー ―
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項
実施年度 ＫＰＩ

61

支え手の中核を担う勤労世代が減少しその負担能力が低下す
る中で、改革に関する国民的理解を形成する観点から保険給
付率（保険料・公費負担）と患者負担率のバランス等を定期
的に見える化しつつ、診療報酬とともに保険料・公費負担、
患者負担について総合的な対応を検討する。

支え手の中核を担う勤労世代が減少しその負
担能力が低下する中で、改革に関する国民的
理解を形成する観点から保険給付率（保険
料・公費負担）と患者負担率のバランス等を
定期的に見える化しつつ、診療報酬とともに
保険料・公費負担、患者負担について、骨太
の方針2020に向けて関係審議会等において総
合的な対応を検討。

≪厚生労働省≫

ー ―

62 介護のケアプラン作成に関する給付の在り方について検討

介護のケアプラン作成について、給付の在り方を検討する。

2019年度の関係審議会における議論を踏まえ
対応。

≪厚生労働省≫

ー ―

63 介護の多床室室料に関する給付の在り方について検討

多床室室料について、給付の在り方を検討する。
2019年度の関係審議会における議論を踏まえ
対応。

≪厚生労働省≫

ー ―

医療費について保険給付率（保険料・公費負担）と患者負担率のバランス等を定期的に見える化しつつ、診療報酬とともに保険
料・公費負担、患者負担について総合的な対応を検討

給
付
と
負
担
の
見
直
し
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項
実施年度 ＫＰＩ

64 介護の軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方について検討

介護の軽度者への生活援助サービス等について、給付の在り
方を検討する。

2019年度の関係審議会における議論を踏まえ
対応。

≪厚生労働省≫

ー ―

65 医療・介護における「現役並み所得」の判断基準の見直しを検討

年金受給者の就労が増加する中、医療・介護における「現役
並み所得」の判断基準を現役との均衡の観点から見直しを検
討する。

年金受給者の就労が増加する中、税制におい
て行われた諸控除の見直しも踏まえつつ、医
療・介護における「現役並み所得」の判断基
準の見直しについて、現役との均衡の観点か
ら、骨太の方針2020に向けて関係審議会等に
おいて検討。

≪厚生労働省≫

ー ―

66 新規医薬品や医療技術の保険収載等に際して、費用対効果や財政影響などの経済性評価や保険外併用療養の活用などを検討

新規医薬品や医療技術の保険収載等に際して、費用対効果や
財政影響などの経済性評価や保険外併用療養の活用などを検
討する。

医薬品や医療技術の保険収載の判断等に当た
り費用対効果や財政影響などの経済性評価を
活用し、保険対象外の医薬品等に係る保険外
併用療養を柔軟に活用・拡大することについ
て、骨太の方針2020に向けて関係審議会等に
おいて検討。

≪厚生労働省≫

ー ―

給
付
と
負
担
の
見
直
し
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

①

【再掲】（⇒29ⅰ、ⅱ） ー ―

② 慢性期の医療・介護ニーズに対応するサービス提供体制に係る制度上の見直しの検討

【再掲】（⇒29ⅰ） ー ―

③

入院時の光熱水費相当額に係る患者負担の見
直しを2017年10月から段階的に実施。

ー ―

④

【再掲】（⇒31） ー ―

⑤

【再掲】（⇒33ⅰ） ー ―

⑥

【再掲】（⇒33ⅰ） ー ―

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
な
推
進

都道府県ごとの地域医療構想の策定による、医療の「見える化」を踏まえた病床の機能分化・連携の推進（療養病床に係る
地域差の是正）

医療・介護を通じた居住に係る費用負担の公平化の検討

地域医療構想との整合性の確保や地域間偏在の是正などの観点を踏まえた医師・看護職員等の需給について検討

外来医療費について、データに基づき地域差を分析し、重複受診・重複投与・重複検査等の適正化を行いつつ地域差を是正

地域医療構想と整合的な形で、都道府県ごとに医療費の水準や医療の提供に関する目標を設定する医療費適正化計画を策
定。国が27年度中に標準的な算定方式を示す（都道府県別の医療費の差の半減を目指す）

２-５ 再生計画の改革工程表の全44項目の着実な推進

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

※再生計画の改革工程表の全44項目については、「経済財政運営と改革の基本方針2020」において取りまとめられることとなる、給付と負担のあり方を含めた社会保障の総合的かつ重点的に取り組むべき政策
等を踏まえ、改革工程表を整理する。
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

⑦ 在宅や介護施設等における看取りも含めて対応できる地域包括ケアシステムを構築

第７期介護保険事業（支援）計画（2018～2020年
度）に基づき、推進。

第７次医療計画（2018～2023年度）に基づき、推
進。

≪厚生労働省≫

第8期介護保険事
業（支援）計画
（2021～2023年
度）に基づき、推
進。

○地域包括ケアシステム構築
のために必要な介護インフラ
に係る第７期介護保険事業計
画のサービスの見込み量に対
する進捗状況（小規模多機能
型居宅介護、看護小規模多機
能型居宅介護、定期巡回・随
時対応型訪問介護看護）
【2020年度までに100％】
 ⇒上から 80.2％ 、60.8％
、79.4％ （2019年度）

○在宅患者訪問診療件数
【2017年医療施設調査から
の増加】○在宅医療・介護連
携推進事業、認知症総合支援
事業、生活支援体制整備事業
の実施保険者
【2019年度末までに100％】
 ⇒３事業とも100％（2020
年 11月時点）

〇在宅サービスのサービス量
進捗状況【2020年度までに
100％】
⇒ 92.2％（ 2019年度）

⑧ 人生の最終段階における医療の在り方を検討

【再掲】（⇒26） ー ―

⑨ かかりつけ医の普及の観点からの診療報酬上の対応や外来時の定額負担について検討

【再掲】（⇒56） ー ―

⑩ 看護を含む医療関係職種の質評価・質向上や役割分担の見直しを検討

特定行為研修制度を着実に実施するとともに、地域
医療介護総合確保基金に基づく新人看護職員研修を
はじめとする研修を推進。

≪厚生労働省≫

ー ―

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
な
推
進

2023年度まで

2023年度まで
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

⑪ 都道府県の行う病床再編や地域差是正の努力を支援するための取組

ⅰ

地域医療介護総合確保基金の活用状況の検証結果を
踏まえ、病床のダウンサイジング支援の追加的方策
について検討し、その結果に基づき所要の措置を講
じる。
≪厚生労働省≫

ー ―

ⅱ 医療費適正化計画の進捗状況等を踏まえた高確法第14条の診療報酬の特例の活用の在り方の検討

【再掲】（⇒33ⅲ） ー ―

ⅲ

2016年度診療報酬改定において、一般病棟に
係る「重症度、医療・看護必要度」を見直
し。

2018年度診療報酬改定において、入院医療評
価体系について、基本的な医療の評価部分と
診療実績に応じた段階的な評価部分を組み合
わせた評価体系に再編・統合。

ー ―

ⅳ 都道府県の体制・権限の整備の検討

【再掲】（⇒29ⅰ） ー ―

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着

改革に取り組む都道府県を重点的に支援する観点からの地域医療介護総合確保基金の平成27年度からのメリハリある配分

機能に応じた病床の点数・算定要件上の適切な評価、収益状況を踏まえた適切な評価など平成28年度診療報酬改定及び平成
30年度診療報酬・介護報酬同時改定における対応
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

⑫

【再掲】（⇒2、5、6、7） ー ―

⑬ 国民健康保険において、保険者努力支援制度の趣旨を現行制度に前倒しで反映

国民健康保険の保険者努力支援制度を2018年
度より本格実施。

ー ―

実
な
推
進

全ての国民が自ら生活習慣病を中心とした疾病の予防、重症化予防、介護予防、後発医薬品の使用や適切な受療行動をとる
こと等を目指し、特定健診等の受診率向上に取り組みつつ、個人や保険者の取組を促すインセンティブのある仕組みを構築
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

⑭ 保険者における医療費適正化に向けた取組に対する一層のインセンティブ強化に係る制度設計

ⅰ 2018年度までに国民健康保険の保険者努力支援制度のメリハリの効いた運用方法の確立

【再掲】（⇒19） ー ―

ⅱ 国民健康保険料に対する医療費の地域差の一層の反映

【再掲】（⇒45） ー ―

ⅲ 健康保険組合等の後期高齢者支援金の加算・減算制度の運用面での強化

【再掲】（⇒19） ー ―

ⅳ 医療保険の審査支払機関の事務費・業務の在り方　

【再掲】（⇒39ⅲ） ー ―

⑮

【再掲】（⇒6） ー ―

⑯ セルフメディケーションの推進

【再掲】（⇒15） ー ―

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
な
推
進

ヘルスケアポイント付与や保険料への支援になる仕組み等の個人に対するインセンティブ付与による健康づくりや適切な受
診行動等の更なる促進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

⑰

【再掲】（⇒33ⅰ、35、36） ー ―

⑱ 高齢者のフレイル対策の推進

【再掲】（⇒7、8） ー ―

⑲ 「がん対策加速化プラン」を年内めどに策定し、がん対策の取組を一層推進

【再掲】（⇒4ⅰ、ⅱ） ー ―

⑳

【再掲】（⇒17、18） ー ―

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
な
推
進

要介護認定率や一人当たり介護費の地域差を分析し、保険者である市町村による給付費の適正化に向けた取組を一層促す観
点からの、制度的な対応も含めて検討

民間事業者も活用した保険者によるデータヘルスの取組について、健康経営の取組との連携も図りつつ、好事例を強力に全
国展開

84



2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㉑ 医療関係職種の活躍促進、民間事業者による地域包括ケアを支える生活関連サービスの供給促進等

ⅰ 障壁となっている規制がないか検証し必要な対応を検討・実施

関係者のニーズ等に基づきグレーゾーン解消制度の
活用を含め柔軟に対応。

≪厚生労働省≫

生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
な
推

○好事例（の要素）を反映した
データヘルスの取組を行う保険
者
【100％】
⇒市町村国保：1254（1,198、
1,116）、広域連合：41（39、
39）
　健保組合：417（365、271）、
共済組合：30（27、20）
　国保組合：32（30、16）、協会
けんぽ：48（48、48）
（2019年（2018年、2017年））

○データヘルスに対応する健診
機関（民間事業者も含む）を活
用する保険者
【データヘルス計画策定の保険
者において100％】
⇒市町村国保：1,414（1,036、
924）、広域連合：23（13、12）
　健保組合：1,122（872、
732）、共済組合：63（43、34）
　国保組合：115（86、64）、協
会けんぽ：47（39、40）
（2019年（2018年、2017年））
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

ⅱ 事業運営の効率化等に関する民間事業者の知見や資金の活用を促進

「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険
外サービスの参考事例集」に加え、「地方自治体に
おける地域包括ケアシステム構築に向けた『保険外
サービス』の活用に関するポイント集・事例集」を
活用し、保険外サービスの活用について周知を推
進。

介護サービス情報公表システムの活用等により、ケ
アマネジャーや高齢者等に対し情報提供を推進する
取組を支援。

≪厚生労働省≫

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
な
推
進

○年間新規透析患者数【2028年度
までに35,000人以下に減少】

○糖尿病有病者の増加の抑制
【2022年度までに1,000万人以
下】

○メタボリックシンドロームの該
当者及び予備群の数
【2022年度までに2008年度と比
べて25％減少）】

　

　

　

　

○健康維持率、生活習慣病の
重症疾患の発症率、服薬管理
率等の加入者の特性に応じた
指標によりデータヘルスの進捗
管理を行う保険者【データヘル
ス計画策定の保険者において
100％】
⇒現時点で記載できるデータな
し。

○健康保険組合等保険者と連
携して健康経営に取り組む企業
数
【2020年度までに500社以上】
⇒1,476（818、539）（2019年
（2108年、2017年））目標達成
済

○協会けんぽ等保険者のサ
ポートを得て健康宣言等に取り
組む企業数【2020年度までに３
万社以上】
⇒51,126（35,196、23,074）
（2019年（2108年、2017年））
目標達成済

○保険者からの推薦等一定の
基準を満たすヘルスケア事業
者数
【2020年度までに100社以上】
⇒124（123、102）（2019年
（2108年、2017年））目標達成
済
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㉒ 介護人材の資質の向上と事業経営の規模の拡大やＩＣＴ・介護ロボットの活用等による介護の生産性向上

【再掲】
（⇒39ⅵ（ＩＣＴ・介護ロボットの活用）、
⇒44ⅱ（介護助手・保育補助者など多様な人
材の活用）、⇒44ⅳ（事業経営の規模の拡
大））

― ―

㉓ マイナンバー制度のインフラ等を活用した取組

ⅰ 医療保険のオンライン資格確認の導入

【再掲】（⇒39ⅰ） ー ―

ⅱ 医療・介護機関等の間の情報連携の促進による患者負担軽減と利便性向上

【再掲】（⇒39ⅱ） ー ―

ⅲ 医療等分野における研究開発の促進

実現性の高いシステムについて本格運用開始。

≪厚生労働省≫

〇「事前評価員会」による学術
的･行政的観点に基づく評価･採
択と、「中間・事後評価員会」に
よる研究成果の検証及び採点
に基づく、採択課題の継続率
【2022年度に100％】　⇒
100％(2019年度)

〇終了した研究に基づき発表
された成果数（論文、学会発
表、特許の件数など）【前年
度と同水準】⇒4858件(2018
年)

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㉔ 世代間・世代内での負担の公平を図り、負担能力に応じた負担を求める観点からの検討

ⅰ 高額療養費制度の在り方

高額療養費制度の見直しを2017年8月から段
階的に実施。

ー ―

ⅱ 医療保険における後期高齢者の窓口負担の在り方

【再掲】（⇒58） ー ―

実
な
推
進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

ⅲ 高額介護サービス費制度の在り方

高額介護サービス費制度の見直しを2017年8
月から実施。

ー ―

ⅳ 介護保険における利用者負担の在り方

利用者負担割合について、2割負担者のうち特
に所得の高い層の負担を3割とする見直しを
2018年8月から実施。

ー ―

㉕ 現役被用者の報酬水準に応じた保険料負担の公平を図るための検討

ⅰ 介護納付金の総報酬割

介護納付金の総報酬割について、2017年度か
ら段階的に実施。

ー ―

ⅱ その他の課題

現役被用者の報酬水準に応じた保険料負担の公平を
図るためのその他の課題について、関係審議会等に
おいて検討。

≪厚生労働省≫

ー ―

㉖

【再掲】（⇒57） ー ―

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
な
推
進 医療保険、介護保険ともに、マイナンバーの活用等により、金融資産等の保有状況を考慮に入れた負担を求める仕組みにつ

いて検討
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㉗ 公的保険給付の範囲や内容について適正化し、保険料負担の上昇等を抑制するための検討

ⅰ

【再掲】（⇒64（軽度者に対する生活援助
サービス））

ー ―

ⅱ

【再掲】（⇒51ⅰ） ー ―

ⅲ 生活習慣病治療薬等について、費用面も含めた処方の在り方等の検討

【再掲】（⇒53ⅱ） ー ―

ⅳ 市販品類似薬に係る保険給付について見直しを検討

【再掲】（⇒59） ー ―

ⅴ 不適切な給付の防止の在り方について検討　

不適切な給付の防止を徹底する観点から、医
療指導監査に係る調査手法の改善等を図るた
め、医療指導監査業務実施要領を2018年10月
に一部改定。

ー ―

再
生
計
画
の
改
革
工
程
表
の
全
4
4
項
目
の
着
実
な
推
進

次期介護保険制度改革に向け、軽度者に対する生活援助サービス・福祉用具貸与等やその他の給付について、給付の見直し
や地域支援事業への移行を含め検討

医薬品や医療機器等の保険適用に際して費用対効果を考慮することについて平成28年度診療報酬改定において試行的に導入
した上で、速やかに本格的な導入を目指す
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㉘

【再掲】（⇒54） ー ―

㉙ 後発医薬品の価格算定ルールの見直しを検討

2018年度の長期収載品の薬価の見直しに伴
い、上市から12年が経過した後発品について
は原則１価格帯に集約。

ー ―

㉚ 後発医薬品の価格等を踏まえた特許の切れた先発医薬品の保険制度による評価の仕組みや在り方等の検討

【再掲】（⇒51ⅲ） ー ―

㉛

【再掲】（⇒51ⅲ） ー ―

再
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後発医薬品に係る数量シェアの目標達成に向けて安定供給、信頼性の向上、情報提供の充実、診療報酬上の措置など必要な
追加的措置を講じる

基礎的な医薬品の安定供給、創薬に係るイノベーションの推進、真に有効な新薬の適正な評価等を通じた医薬品産業の国際
競争力強化に向けた必要な措置の検討
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㉜ 市場実勢価格を踏まえた薬価の適正化

【再掲】（⇒51ⅱ） ー ―

㉝ 薬価改定の在り方について、その頻度を含め検討

【再掲】（⇒51ⅱ） ー ―

再
生
計
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㉞ 適切な市場価格の形成に向けた医薬品の流通改善

医療用医薬品の流通改善に関する懇談会の提言
（2015年９月）に基づき、流通改善に取り組むとと
もに、当該懇談会において定期的に進捗状況を把握
し、改善に向けた取組を推進。

≪厚生労働省≫

〇医薬品のバーコード（販売包
装単位及び元梱包装単位の有
効期限、製造番号等）の表示率
【2020年度までに100％】

○200床以上の病院における
単品単価取引が行われた医薬
品のシェア【2020年度までに
100 ％以上】
⇒80.0%、79.1％、52.6％
（2019年度、2018年度、
2015年度）

○調剤薬局チェーン（20店舗
以上）における単品単価取引
が行われた医薬品のシェア
【2020年度までに100 ％以
上】
⇒96.9%、97.2％、62.8％
（2019年度、2018年度、
2015年度）

○医療用医薬品の取引価格の
妥結率【見える化】
⇒病院（総計）：99.6％、
98.2％、
99.6％
チェーン薬局：99.9％、
89.6％、100％
その他の薬局：99.9％、
96.4％、
100％
保険薬局計　：99.9％、
93.7％、100％
（2020.3、2019..3、2015.3
時点）

画
の
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革
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程
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目
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進
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㉟

医療機器の流通改善に関する懇談会において、関係
団体及び個別企業への調査結果を踏まえ、改善が必
要とされる問題点を整理し、対応策を検討。医療機
器のコード化の進捗状況を定期的に把握する等、改
善に向けた取組を推進。

≪厚生労働省≫

ー ー

㊱

服薬情報の一元的・継続的な把握等を行うかかりつ
け薬剤師・薬局を推進。

各都道府県等の先進・優良事例の周知。

≪厚生労働省≫

○「患者のための薬局ビジョン」
において示すかかりつけ薬剤師
としての役割を発揮できる薬剤
師を配置している薬局数
【2022年度までに60％】
⇒67.5％（2019年12月末）

○各都道府県の、一人の患者
が同一期間に３つ以上の医療
機関から同じ成分の処方を受け
ている件数
【見える化】
⇒公表に向け集計中(ホーム
ページにて公表済（2017年
度））【見える化】

○調剤報酬における在宅患者
訪問薬剤管理指導料、介護報
酬における居宅療養管理指導
費、介護予防居宅療養管理指
導費の算定件数
【2021年度までに2017年度と
比べて40％増加】
⇒2018年度分集計中
（9,427,974件）（2018年度
（2017年度））

○重複投薬・相互作用等防止
に係る調剤報酬の算定件数
【2021年度までに2017年度
と比べて20％増加】
⇒386,178件（403,866件、
329,216件）（2019年度
（2018年度、2017年度））

○地域包括ケアシステムにお
いて過去１年間に平均月１回
以上医師等と連携して在宅業
務を実施している薬局数
【2022年度までに60％】
⇒29.8％（2019年12月末）

医療機器の流通改善及び保険償還価格の適正化を検討

再
生
計
画
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改
革
工
程
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の
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かかりつけ薬局推進のための薬局全体の改革の検討、薬剤師による効果的な投薬・残薬管理や地域包括ケアへの参画を目指
す
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㊲

【再掲】（⇒52） ー ―

㊳

診療報酬改定の内容について、中央社会
保険医療協議会の答申時の個別改定事項
の公開や説明会の開催により、広く国民
に周知。

2020年度診療報酬改定の内容について、説明会を開
催し、広く国民に周知。

≪厚生労働省≫

ー ―

平成28年度診療報酬改定において、保険薬局の収益状況を踏まえつつ、医薬分業の下での調剤技術料・薬学管理料の妥当
性、保険薬局の果たしている役割について検証し、調剤報酬について、服薬管理や在宅医療等への貢献度による評価や適正
化、患者本意の医薬分業の実現に向けた見直し

診療報酬改定における前回改定の結果・保険医療費への影響の検証の実施とその結果の反映及び改定水準や内容に係る国民
への分かりやすい形での説明
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㊴ 社会保障改革プログラム法等に基づく年金関係の検討

ⅰ マクロ経済スライドの在り方

マクロ経済スライドがその機能を発揮できる
よう、その未調整分を翌年度以降の好況時
に、合わせて調整する仕組みの導入（2018年
４月～）や、賃金に合わせた年金額の改定
（2021年４月～）により、現役世代の負担能
力に応じた給付への見直しを実施（2016年に
法案成立）。
2019年８月に公表した財政検証のオプション
試算において、2016年改正による年金額改定
ルールの見直しの効果についての参考試算を
示した。

マクロ経済スライドの効果について、引き続き、そ
の状況の検証を行う。

ー ―

ⅱ 短時間労働者に対する被用者保険の適用範囲の拡大

【再掲】（⇒22） ー ―

ⅲ 高齢期における職業生活の多様性に応じた一人ひとりの状況を踏まえた年金受給の在り方

【再掲】（⇒23） ー ―

ⅳ

年金制度の所得再分配機能の強化については、被用
者保険の適用拡大を進めるとともに、引き続き検討
する。
個人所得課税について、総合的かつ一体的に税負担
構造を見直す観点から、今後、政府税制調査会にお
いて、論点を整理しつつ、議論。

≪厚生労働省・財務省≫

ー ―

高所得者の年金給付の在り方を含めた年金制度の所得再分配機能の在り方及び公的年金等控除を含めた年金課税の在り方の
見直し
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㊵ 就労支援を通じた保護脱却の推進のためのインセンティブ付けの検討など自立支援に十分取り組む

生活保護からの就労・増収等を通じた脱却を促進す
るため、就労支援を着実に実施しつつ、各種制度に
ついて、効率的かつ効果的なものとなるよう、就労
意欲の向上の観点等を踏まえて不断に見直し、生活
保護制度の適正化を推進。
≪厚生労働省≫

再
生
計
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㊶ 生活保護の適用ルールの確実かつ適正な運用、医療扶助をはじめとする生活保護制度の更なる適正化

頻回受診等に係る適正受診指導の徹底、生活保護受
給者に対する健康管理支援の実施等により、医療扶
助の適正化を推進。頻回受診者に対する窓口負担に
ついて、頻回受診対策に向けた更なる取組の必要
性、最低生活保障との両立の観点なども踏まえつ
つ、いわゆる償還払いの試行も含めた方策の在り方
について検討する。

生活保護受給者に対する健康管理支援の実施等に向
けた必要な措置を講ずる。

生活保護からの就労・増収等を通じた脱却を促進す
るため、就労支援を着実に実施しつつ、各種制度に
ついて、効率的かつ効果的なものとなるよう、就労
意欲の向上の観点等を踏まえて不断に見直し、生活
保護制度の適正化を推進。【再掲】

級地制度について、地域ごとの最低生活費を測るた
めの適切な指標の検討を行い、速やかに抜本的な見
直しを行う。
≪厚生労働省≫
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〇就労支援事業等に参加可能
な者の事業参加率
【2021年度までに65％】
【見える化】
（57.1％）（2018年度）
当算定方法に換算（58.0％、
56.8％）（2017年度、2016
年度）

※2018年度から就労支援事
業等の参加率の算定方法を変
更しており、従前の算定方法
（＊）による就労支援事業等
の参加率は以下のとおり。

（＊）稼働能力を失った者
等、事業に参加する余地のな
い者を含んで算定。【2018
年度までに60％】【見える
化】 （36.5％、36.4％）
（2017年度、2016年度）

○就労支援事業等に参加可能
な者の事業参加率の自治体ご
との状況【見える化】
⇒見える化ＤＢにおいて公表
済
57.1％（58.0％、56.8％）
2018年度（2017年度、2016
年度）

 

 

〇就労支援事業等に参加した
者のうち、就労した者及び就
労による収入が増加した者の
割合【2021年度までに50％】

 ⇒42.4％（43.6％、42.4％）
2018年度（2017年度、2016
年度）
〇「その他の世帯」の就労率
（就労者のいる世帯の割合）
【2021年度までに45％】

⇒38.7％（40.4％、36.6％）
　2018年度（2017年度、
2016年度）

〇就労支援事業等を通じた脱
却率【見える化】

⇒7.6％（7.7%、7.6％）2018
年度（ 2017年度、2016年度)

〇就労支援事業等に参加した
者のうち、就労した者及び就
労による収入が増加した者の
割合の自治体ごとの状況【見

える化】

⇒42.4％（43.6％、42.4％）
2018年度（2017年度、2016
年度)

〇「その他の世帯」の就労率
等の自治体ごとの状況【見える

化】

⇒38.7％（40.4％、36.6％）
2018年度（2017年度、2016
年度）
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㊷

生活保護からの就労・増収等を通じた脱却を促進す
るため、就労支援を着実に実施しつつ、各種制度に
ついて、効率的かつ効果的なものとなるよう、就労
意欲の向上の観点等を踏まえて不断に見直し、生活
保護制度の適正化を推進。【再掲】

級地制度について、地域ごとの最低生活費を測るた
めの適切な指標の検討を行い、速やかに抜本的な見
直しを行う。【再掲】
≪厚生労働省≫
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○医療扶助の適正化に向けた
自治体における後発医薬品使
用促進計画の策定率
【毎年度100％】
⇒集計中（99.6％、 98.7％
、99.8％、99.9％）2020年
度（2019年度、2018年度、
2017年度、2016年度））

○頻回受診対策を実施する自
治体【毎年度100％】
（100％、100％）
⇒集計中（ 98.8％、99.2％
、100％、100％）
2020年度（2019年度、2018
年度、2017年度、2016年
度））

 

　

 

〇生活保護受給者の後発医薬
品の使用割合【毎年度80％】

⇒86.2％（77.6％、73.3％）
2019年6月（2018年6月、
2017年6月）
〇頻回受診者に対する適正受
診指導による改善者数割合
【2021年度において2017年度比
２割以上の改善】

⇒47.9％（54.1％、53.9％、
52.3％）2019年度（2018年
度、2017年度、2016年
度））

〇生活保護受給者一人当たり
医療扶助の地域差
【見える化】

※地域差、であることから数
値記載は困難
〇後発医薬品の使用割合の地
域差【見える化】
※地域差、であることから数値記
載は困難

平成29年度の次期生活扶助基準の検証に合わせた年齢、世帯類型、地域実態等を踏まえた真に必要な保護の在り方や更なる
自立促進のための施策等、制度全般について予断なく検討し、必要な見直し
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㊸ 生活困窮者自立支援制度の着実な推進

生活困窮者自立支援制度や求職者支援制度を効率
的・効果的に運営する中で、就労・増収等を通じた
自立を促進するため、地方自治体等において対象者
の状態に合わせて適切に求職者支援制度の利用を促
す。

改正生活困窮者自立支援法に基づき、就労や家計を
はじめとした様々な課題に対応できる包括的な支援
体制の整備の推進を図ることにより、自立に向けた
意欲の向上や日常生活面・社会生活面の改善を含
め、就労・増収等を通じた生活困窮者の自立支援を
推進。

≪厚生労働省≫

〇福祉事務所設置自治体による就労準
備支援事業及び家計改善支援事業の実
施率【見える化】⇒就労準備支援事
業：（54％、48％、43％）（2019年
度、2018年度、2017年度）
家計改善支援事業：（53％、45％、
40％）（2019年度、2018年度、2017
年度）)

〇自立生活のためのプラン作成件数
【毎年度年間新規相談件数の50％】
⇒（32％、33％、31％）（2019年
度、2018年度、2017年度）

〇自立生活のためのプランに就労支援
が盛り込まれた対象者数
【毎年度プラン作成件数の60％】
⇒（45％、44％、45％）（2019年
度、2018年度、2017年度）

〇自立相談支援事業における生活困窮
者の年間新規相談件数2021年度まで
に25万件】
⇒（248,398件、237,665件、229,685
件）（2019年度、2018年度、2017年
度）
〇自立相談支援機関が他機関・制度へ
つないだ（連絡・調整や同行等）件数
【見える化】⇒（4,830件、4,898件、
5,431件）（2019年度、2018年度、
2017年度）
〇任意の法定事業及び法定外の任意事
業の自治体ごとの実施率【見える化】
⇒一時生活支援事業：（32％、
31％、29％）（2019年度、2018年
度、2017年度）
・子どもの学習・生活支援事業：
（62％、59％、56％）（2019年度、
2018年度、2017年度）
・生活保護受給者等就労自立促進事
業：（85％、86％、84％）（2019年
度、2018年度、2017年度）

〇生活困窮者自立支援制度の
利用による就労者及び増収者
数【見える化】⇒就労支援プ
ラン（プランに就労支援が盛
り込まれたもの）の作成・支
援により就労した者及び増収
した者の数：
（21,607人、21,412人、
22,372人）（2019年度、
2018年度、2017年度）
上記以外の者であって、生活
困窮者自立支援制度の利用や
他機関につないだことによ
り、就労した者及び増収した
者の数：（12,255人、12,620
人、9,350人）（2019年度、
2018年度、2017年度）

〇就労支援プラン対象者のう
ち、就労した者及び就労によ
る収入が増加した者の割合
【毎年度75％】
⇒（61％、63％、70％）
（2019年度、2018年度、
2017年度）

〇自立生活のためのプラン作
成者のうち、自立に向けての
改善が見られた者の割合
【2021年度までに90％】⇒
（84％）（2019年度）
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2020年度 2021年度 2022年度 第１階層 第２階層

取組事項/措置内容
実施年度 ＫＰＩ

㊹ 雇用保険の国庫負担の当面の在り方の検討

経済財政運営と改革の基本方針2019も踏まえ、雇用
保険料と国庫負担の時限的な引下げの継続等につい
て検討し、必要な措置を講ずる。
≪厚生労働省≫

― ―

推
進
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